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       Abstract 

 I briefly mentioned the question of “what is Japanese Culture” in another article (Uegusa「Japan 

Culture in National Statistical Data」The Journal of Integrated Knowledge society,2018). In this 

Paper,we examined the the formation of Japanese culture more diversified to show that 

contemporary Japanese society is operating in a double norm and hence anomalous confusion. Dual 

Cord and Power of Contemporary Japanese Culture. 

 

          要旨 
「日本の文化とは何か」の問いに対し、別稿（上草「各国統計データにみる日本文化」総合知学会論

文誌、2018 年度）で、簡単に述べた。本稿では、現代日本社会が二重規範、かつ自己分裂的に稼働し

ており、社会的にアノミー的混乱を生じている。このため、より多面的に日本文化の成立を検討した。 
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                             まえがき 

 

  近年、日本の政治・経済界における不祥事が止むことを知らない程であり、それはたんに、社会構造

の脆弱性において深刻な状況にあることを示している。またそれは、日本社会の全般においても同期し

た現象を生じていると考えねばならず、それらの原因を識ることは、すなわち、日本人である自己を客

観的に識ると言う困難な作業をしなければならないことを意味している。 

  それは、究極的には不可能であるにしても、それに接近したいのであれば、そのための作業を繰り返

さなければならない。なぜなら、現代日本社会に生じ続ける難問を前にして、「日本文化とは何か」、「日

本人とは何か」の設問が、自己の延長線上にあるからに他ならないからである。 

 その日本人論における研究法として、①心理学・精神分析学的研究、②言語学的研究、③文化・文明

学的研究、④教育学的研究、⑤経済・社会学的研究、⑥歴史的研究、⑦人口学 その他が考えられる。

すでに、そのような観点からの日本文化論、日本社会論など、いわゆる日本人論があまた出版されてい

る。しかし、その多くは、各研究専門分野において、それぞれが閉じた一つの結論として納得し得るも

のの、上記研究個別分野の「総合」として観ない限り、最終的に納得ゆくことにならないであろうと予

想される。 

  本研究でも、それに向けて多面的な理解に向けて努力をしてきた。本稿では、日本の根源的文化につ

いて、改めて歴史学・人口学から日本社会の構造的特徴を確認し、さらに言語論的、精神分析的な研究

から根源的な文化的要因を抽出し、それらの歴史的解釈を加えた結果、目的とする全体概念がより明晰

になった。 

 それは、人間を対象とした研究分野である人文学が、個別的科学的分析で済まされず、常に緒知の総

合に向かわねばならないからである。とは言え、本稿ではその鳥羽口に差し掛かったばかりで全体を俯

瞰しようとした一つの試みに過ぎない。しかしながら本稿は、これまでの筆者の一連の検討・考察のタ

ーニング・ポイントになるであろうと考えている。 

 

 

                                  1. 日本人の文化基底 

 

1-1. 日本的精神文化の歴史的検証 

 

ある国の文化とは何かと問われたら、その国の歴史の積み重ねであると言えるであろう。だから、日

本の文化史と言えば、日本の通史そのものを言うことになりかねない。しかし、ここでは、日本の精神

的文化に比重をおいて示すことにする。すなわち、日本人の精神的変化の仕方に日本社会が変化してき

た文化的基層が隠されているからである。 

 

縄文の美  日本の通史に最初に現れるのが縄文時代である。この時代は漁猟と狩猟採集を主とする原

始的生活を送っていたと考えられている。 

 しかし、四季の巡りが比較的明瞭で温暖かつ島国である日本の地政学的特徴は、他国と相違する文化

を醸し出していた。それは漁猟技術がやや発達していたことと、保存が効く栗の実を採集し主食にして

いた以外も、人口密度の低さから衣食住に困らない良質な環境にあったと思われる。 

その最たる文化的側面が、日本各地で発見される縄文土器の多彩さと豊富さにおいて、当時の世界規
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模にみても圧倒的なものがある。その象徴は華麗な装飾が施された火炎土器であり、これは、同時代の

他国の土器、特に水差しが実用一点張りで変哲のないものが多いのに対し、実用かつ装飾的観点からも、

人間精神の豊かさそのものを最大限に表現されていると見ることができる。 

 それら各種土器は、最近になってようやく国宝に指定される傾向があるものの、そのことは、自国文

化に対する適正な判断が欠けていたことを表すものであった。 

「共感社会」の誕生   歴史人口学の鬼頭氏の日本における遺跡調査から縄文・弥生時代の人口推移

推計結果は以下のようになる。 

 狩猟採集生活をしていた縄文時代約 12900 年間の遺跡調査による推定人口は、縄文早期が約２万人、

縄文中期で 25 万人、そしてその晩期から弥生早期にかけて８万人と推定されているが、長期な縄文時

代の期間を考えれば、地球の気象変動と共に変動を繰り返したものの、その前後でわずか６万人の増加

をみたに過ぎない。 

 これに対し、稲作農業が普及しつつあったと考えられる前 10 世紀から紀元後 266 年までの比較的平

和に推移した弥生時代の人口は 179 万人増と推定されており、縄文時代と比較し急増している。後述の

ように、弥生時代は大陸からの渡来人の数が比較的少なく、漢字使用の記録もないので、その人口増加

は稲作農耕による食糧事情の改善によると考えられる。さらに、紀元後 266～413 年の古墳時代は、わ

ずか147年間で163万人の人口増加があり、明らかに渡来人の増加による影響が大きかったと思われる。

また、この時代は倭国と繋がるヤマト王権の時代でもあり、日本文化に権力的構造が拡がり始めた時代

とみることができる。（鬼頭宏「人口から読む日本の歴史」講談社学術文庫,2000） 

 狩猟採集生活の縄文人と比べ、稲作農耕を開始した弥生人は、食物のより安定した収穫が可能となり、

かつ、開墾による農地の拡大は、より多くの作物の収穫が可能となった。その稲作農耕における環境と

して、弥生人は最大約
．．．．．．．

12
．．

家族からなる環濠集落
．．．．．．．．．．

に住み、弥生前期でその大きさが 40×70ｍ程の楕円形

から、中期以降は、径 300～400ｍ程の大きさの環濠が見つかっている。この環濠の主なる働きについて

従来の歴史家は、隣接する集落との争いを防止する役目を強調したのは必ずしも妥当でない。すなわち、

この環濠は川から導水し、田畑に給・調水の役目をしていたからである。なお、この環濠集落形態は室

町時代 16世紀末まで存続したことが確認されている。 

 確かに集落間の争った跡とみられる遺跡が一部で発見されているが、各共同体こそ、共感により安心

して居住可能な世界であったし、生存のためには共同体内での恣意的な権力の発生は禁じられていたと

共に、自らの集落が安心・安定するためには、隣接する集落との平和も求められていたのは当然と考え

られる。 

 弥生時代にも倭国なる氏族集団が存在したらしいと考えられているが、古墳時代に入り、３世紀前半

に東北から九州にかけ、小さな政治権力が分散して生じたと考えられている。加えて、邪馬台国の卑弥

呼が近畿以南に 30 程あった小国を束ねて連合政権を創ったと言われる。それが現在の奈良県を中心と

するヤマト王権の誕生であり、ヤマトを中心に、全国に約 500 基の前縁後円墳が発見されている。ヤマ

ト政権の権力が及ぶ各地の氏族（末端の権力者）の直轄地には部民と呼ばれる隷属農民を領有すること

が認められていた。 

 反対に、それは隷属農民とならなかった多くの稲作農民も存在したことになり、当然のことながら、

弥生時代以来の暮らしを続けていたであろうが、どのような割合で存在していたかは明確ではない。古

墳時代の末期に向けて王権の拡大とともに、隷属農民が増加したであろう事は、充分予想できる。 

 

 公地公民制が敷かれたのが大和朝廷による大化の改新（646 年）で、祖(米３％の租税）庸（布の納付）
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調（地方の特産物を朝廷に献納）その他の税が農民に課せられ、国家の概念が明確なものになった。そ

れと共に、それ以前と異なり国家権力が天皇の権威を背景に創られたことを意味する。 

 ただし、それら権威・権力者も、元来は稲作農民を祖先にしていると考えれば、大和朝廷の内部も多

分に、共感で繋がった文化的構造を有していたのでないかと考えられるし、それが、平安朝期の各種文

学に現れていると観ることが出来よう。 

 さて、710 年以降の奈良時代の荘園は、有力者が律令制下で農地の増加を図るために開墾した土地の

私有が認められた。さらに、794 年以降の平安時代では皇室や大寺社などの権力者に免税のために寄進

する寄進地系荘園が主流を占めることになる。 

 以上の歴史的流れから読み解かれることは、奈良時代以前は、水田のための土地開発による拡大は、

比較的稲作農民の自由に委ねられていたと推定されるし、先に筆者が日本の「潜在的基底文化」と呼ん

でいる、共感に基づく小規模稲作共同体における文化が、主に弥生時代から古墳時代を中心に成熟され

たと予想されるのである。 

 そこに、天皇が実在していたにしても、それによる権力で農民が縛られることは少なく、稲作を中心

とする農耕文化を地道に花開かせることを可能にした、比較的平和な時代背景が存在したと言うことが

できる。 

 これは併せて、弥生・古墳時代の食料収穫量が稲作農耕により徐々に拡大増加したことによる、安定

した食糧事情に支えられ、比較的平和で安定な社会が創られていたと考えられる。 

 それはまた、筆者が提言する日本人の、共感による「潜在的基層文化」が、当時の文化として成熟す

るのに適した時代背景があったからである。 

 ８世紀を過ぎてから人口の成長率は落ち、10世紀以降は停滞的となった。その理由は、律令制による

水田開発に代わって主流となった荘園領主の土地開発が限界に達したからと考えられている。 

 

 

1-2．日本語の精神分析 

 

西洋の精神分析の特徴  ユングやフロイトの精神分析では、人間の深層心理の力動を説明するにあた

り集合的無意識を措定する。特にフロイトは集合的無意識と個人的無意識を分けて考えるが、柄谷によ
．．．．

ると
．．

、個人的無意識には集合的無意識が内在しているので
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、意識上の分割に無理があると考えている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

（１）。 

 そして、同じ精神分析家の J・ラカンは、無意識の問題を言語のレベルから根本的に考え直そうとし

た。なぜなら、言語はすぐれて集団的・集合的だからで、人が言語を習得することは、新たな「象徴界」

に入る決定的な飛躍を意味している、と言う。 

 その象徴界とは、その言語が集団的な経験であり、かつ、過去から連綿と受け継がれてきた（文化）

とすれば、それが個人的であっても集団的な経験が存在するはずである、と考えられるからである。 

 ただし、日本語は中国、韓国と同様、北東アジア、中央アジア、アナトリアから中東にかけて話され

るアルタイ系言語とされ、日本語がその言語的影響を受けていると考える限り、アルタイ系のしかも隣

接する国々との言語的影響に注目しなければならない。（柄谷「日本精神分析」講談社学術文庫、2007） 

 

 日本語の精神分析的言語論  かつて、韓国やベトナムなどは東アジアにおける中国の周辺国の

全ては漢字を受け入れていたが、現在はそれら全ての国々が膠着語(助詞を付けることで、名詞の働

きを変えられる言語)としての漢字を放棄している実態がある。それに対し、日本は今日にいたり、
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依然漢字を用いている。ただし、日本における外国語起源の語は文字またはカタカナで表記される

ことがある。漢字に関しては二種の表音文字（訓読みと音読み）として使用されている。その結果、

平安期に創られたひらがな文字を含め、日本に入った外国の言語的なものの全てが保存された
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

こと

になる。                                           

これに対し、隣国・韓国では十五世紀までは漢字文化が継続したが、1446 年、李氏世宗が表音文字

としてのハングル語の使用を命じ、自国の独自性を表明した。それ以前は朝鮮語を表記する固有の

文字を有せず、上流階級を中心に漢字表記がなされていた。ハングルは漢字表示とその読み方に対

して全く異なる言語であり、古来からの朝鮮語に対応する表音文字として創られた。古来日本では

５世紀の古墳時代に中国伝来の漢字を表意文字として使用し、漢字１字に日本語の表音 1 音を当て

はめ表音文字・万葉仮名として用いられてきた。この万葉仮名も５世紀の稲荷山古墳から発見され

ているので、漢字の伝来とほぼ同時に万葉仮名が創られたと考えられる。                            

しかし、平安時代に入ると紫式部や清少納言などが万葉仮名を現在のかな文字にして使用すること

で、定着することになった。これにより、日本において使用される言語が、図 1 のように多様化し

たことになる。先に、朝鮮における漢字の使用が、15 世紀においてハングル文字に転換したことと

比べ、日本の場合は、図１に見るように、平安時代に発明したひらがなと、外来の漢字を併用する

など、複雑な使用をしていることに特徴がある。 

                 外来（5 世紀）    内在・内発的（5 世紀） 

                    漢字      万葉仮名として表音文字化 

                               変換  

             訓読み カタカナ表記  ひらがな表記（表音文字）  

                  (10~12 世紀)       (10 世紀初め） 

                      併存的使用（現在） 

                                  図１ 日本語の変遷 

 

 しかも、外来言語である漢字を、漢字本来の読み方に近い訓読み使用（例えば、山をサンと読む）と、

ひらがなに固有な音読み（山をやまと読む）ように、カタカナ表記をする場合は、漢字由来であること

を強調するなど、ニュアンスにおける差異さえ表している。 

 以上のように、朝鮮語が漢字から決別し、独自な文字の導入に踏み切ったのに対し、この漢字の訓読

みと音読みの差異に注目した哲学・精神分析家の J・ラカンは、日本語では微妙な言葉の差異を作って

いると言う。それはすなわち、日本における文字表示として、漢字、カタカナ、ひらがなの３種、表意

文字としての漢字と、表音文字としてひらがなとカタカナの２種を用い、日本人は多様なイメージを創

っていると言う。 

 また、そのように独自な日本語の成立の始めを万葉仮名の発明にあるとすれば、その発生は５世紀の、

埼玉県・稲荷山古墳から発見された鉄剣に刻まれた文字であるとされ、また、ひらがなが公的文書に現

れた始めは９世紀の後醍醐天皇による古今和歌集であり、10 世紀初めの源氏物語へと続く。 

 その意味で、日本における「言」と「文」の一致を完成させたのは平安時代（794~1185)の中期にお

ける平安京であった可能性が高いことになる。さらに、言文一致の標準語の発生は、遷都により人口の

集中を始める明治・東京においてであった、と言われる。 
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日本語は特殊か  その例として、言語学の鈴木孝夫が、以下のように言う。英語圏では私のことを、

常に「I」で示すが、日本語では子供が家に帰れば「ぼく」、友達同志では「おれ」、夫婦だけでは夫は

奥さんを名前で呼ぶが、子供が出来れば「ママ」や「お母さん」になる。 

 これをして、精神医学の小此木敬吾は、自我の「分裂」であるという。確かに、英語圏の合理的観点

からすれば、その日本語の複雑な用法は「分裂」状態にあると考えられても当然のように映るであろう。 

 しかし、政治学者の M・オークショットによれば「政治的合理的であること以上に、政治的実践にお

いて社会に定着した文化形態はそれ自身価値を有する」と言う。（オークショット「政治における合理

主義」勁草書房、2013） 

 すなわち、オークショットの言う「政治」を「社会」に換えても、その言説が成立すると考えれば、

複雑と映る用語における一、二人称の用法は、自我の分裂を表わしているのでなく、自他の関係性を正

確に表現しようとする「文化」的所産であり、日本語のもつ多様性に由来していることになる。 

 

日本の宗教と言語  日本における宗教として、古来からの土着信仰としての神道の他、中国伝来の儒

教とインド伝来の仏教が挙げられる。 

 神道には、キリスト教やイスラム教におけるような明確な教祖や教典を持たない。その教義対象は、

山や川などの自然や自然現象や死者としての祖霊などに八百万の神をみる「多神教」である。 

 儒教は、孔子（BC552）を始祖とし、その教典四書・五経は中国繁栄の国民思想、かつ政治思想の根

底であった。その根本思想は「徳と礼により、謙譲を伴う人間同士の愛（融和）」であり、日本では唐

を見習う日本初の大宝律令以来、江戸時代の武士階級を律し、その封建制度の根幹として機能した。 

 仏教は釈尊（BC463）を宗祖とし、華厳経、法華経、涅槃経と合わせ七千巻の教典を擁す。その根本

思想は「瞑想による覚醒により涅槃を獲得し、その恩恵を他者に及ぼす慈愛」を説く。この仏教は大和

朝廷が鎮護国家としての国教として採用した。 

 そして、儒教、仏教とも、それを産み出した本国では現在、他の思想に追いやられ衰退しているのが

現状である。それが現代日本で根付いているのは、前述の弥生時代以来、日本の「共感文化」に親和性

があるからである。 

 また、ここで注意しなければならないのは、前項で示した日本における言語的変遷と、本項での宗教

的在り方には共通性がある。それはすなわち、言語的、宗教的な各伝来事象において、いずれも、日本

古来の言語・宗教（神道）と併存させ、それぞれの有意な利点を日本文化に融合させたことにある。 

 

日・韓文化の対外事情  日本の隣国である韓国の文化的変遷を考えると、韓国においては中国からの

漢字の移入と共に、科挙や宦官を含む文官制もそのまま取り入れたのに対し、日本は中国文化としての

漢字その他を移入したものの、中国の文化・文明様式としての社会制度そのものは排除した。 

 すなわち、紀元前 206~8 年の前漢時代に、日本は先進国であった中国王朝に積極的に朝貢し、反対に、

金属器、漢字、仏教などを移入し、その後も遣隋使、遣唐使を派遣し、留学生が先進文化を学び、日本

固有の文化の上に外来文化が取り入れられた。９世紀中頃に遣唐使が途絶えた後は、平安朝期を中心に

外国文化が日本独自に消化されてゆき、国風文化時代を迎えた。それが前節における日本における多様

な国語の定着と重なっている。 

 建築では、法隆寺（607 年）と唐招提寺（759 年）が中国の影響が強く見られるが、宇治平等院（1053

年）では、和風な文化様式に改められている。 

 また、その後に中国と日宋貿易、勘合貿易を通じて盛んになった後の江戸時代は、独自な江戸文化を
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花咲かせたように、一度も中国の文化的意味での属国となったことがなく、外国文化を移入しては日本

文化として独自に消化して栄華を迎えた。 

 一方、1446 年に現韓国で朝鮮語を表すための独自の文字としてハングルが作られるが、その後も漢

文が正式な文字とされ、ハングルは下等視された。しかし皮肉にも、1910~45 年における日本統治時代

の朝鮮において、学校でハングルが教えられるようになり、ハングルの正書法が定められ、それをもと

に朝鮮語の辞書も作られるようになった。そして、同時代に、近代的事物、制度、概念などを表す漢字

語が日本語を通じて朝鮮に入り、朝鮮における政治、経済、法律、諸学問、科学技術に関する大部分は

朝鮮漢字音（漢字の音読み）でなされ、漢字で書けば日本語と全く同じになる様式であった。 

 また、戦後日本の統治時代が去ると、民族主義が勃興し、1948 年韓国でハングル専用法が制定され、

特に、日本語由来の単語を朝鮮固有語に置き換えようとする国語醇化運動を生じた。 

 そのような韓国の文化的事情は、その歴史的に特異な事情に翻弄されてきた。すなわち、現韓国を中

心とする朝鮮半島の対外的関係史は極めて複雑である。その詳細は省略するが、大枠において BC195

年から、下関条約により独立する 1895 年までの 2090 年間のうちの 1584 年間、すなわち 76％ほどの

期間は中国の侵略と実効支配を受けていた。また、1910～45 年の 35 年間は日本による統治を受けるな

ど、その長期な歴史において、自治政治から遠ざかっていたからである。 

 

言語の変遷と日本文化の関係  うえに観たように、隣国どうしの日・韓の歴史と言語における地政学

的変遷には、大きな隔たりを生じた。 

 すなわち、両国とも通史的に中国の影響を受けてきたが、陸続きの朝鮮韓国に対する影響は日本への

影響と比較すればかなり大きかったと言えよう。 

  ハングルが使用されるようになった朝鮮・韓国であるが、その後の歴史は日本のひらがなに相当する

ハングル専用あるいは漢字混用の繰り返しを続けて来ており、現況では漢字が６割の利用率になってい

る。それは、漢字のみで固有名詞を表現し難いなど、意志の伝達に困難が伴ったことが大きな原因であ

り、今後も漢字とハングルの混用が続くとみられている。 

 日本の場合、中国による影響は主に、平安時代の安定期にあたり、国内的に無理なくその内在化に成

功したし、言語体系は複雑化したものの、日本独自の進化と定着化に成功した。 

 その後の戦国時代を経て江戸期 260 年間の平定期間は、長崎出島を介して外国文化が調整された形で

日本にもたらされ、日本文化は江戸後期の文化文政時代（1804~30）を中心に、町人文化として商・工

業、美術・工芸、国学・洋学、文学、音楽、教育、農学など、江戸ルネッサンスと呼べる多面的な文化

が花開いた。それは、日本人の言語的感性由来なイメージの豊かさと、それを支えた日本の「潜在的基

層文化」とは無関係ではない。 

 

1-3．日本語の変遷と潜在的文化 

 

日・韓の稲作技術の伝来と文化  水稲栽培の起源を炭素 14・年代測定法によると、水稲栽培が日本

に伝来したのは約 3200 年前で。一方、朝鮮半島では 1500 年前までしか遡れないことが明らかになっ

ている。（松尾「栽培稲に関する種生態学的研究」農技研報 D3,1-111、1952） 

 そのように、朝鮮半島への伝来が日本に比べかなり遅れたのは、朝鮮の気候が日本に比べ寒冷であっ

たことが挙げられている。その伝来も大陸陸路と、日本経由の２通りがあるが、決着されていない。 

 しかも、日本における水稲栽培は、鎌倉時代には北海道の寒冷地まで栽培が可能になっており、朝鮮
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半島へ水稲栽培が伝来した頃は、すでに日本の至る所で稲作が行われており、日本の文化的下地を創っ

ていたことになる。 

 また、江戸末期まで武家階級による紛争があったにせよ、それは先に見たように、朝鮮半島における

絶え間ない厳しい民族闘争に比べたら内乱に過ぎず、長期に比較的平和な治世が続いたことになる。 

 すなわち、前稿まで述べてきた協働的な稲作農業から生じた日本の潜在的文化が成立した条件として、

社会的に平穏な状況が継続する必要があった。 

 

潜在的日本文化は集団主義的か  そのような基底文化を有する日本社会が、不文律的な共感による社

会であると言う意味で、しばしば集団主義的と捉えられるが、それは、ある個人に権力が集中する意味

での集団主義ではなく、共同体の各成員が「相互的忖度」によると考えれば、より民主的な集団主義と

言うことができる。そこで、近年の多くの実証的研究の調査から、以下の事項が明らかにされている。 

 ①心理学的研究：アメリカ人との比較から、集団主義・個人主義の程度を測定した研究 11 件、同調

行動に関する実験研究５件、「協力行動」に関する実験研究６件を調査した。その結果、「アメリカ人と

日本人の間に明確な差がない」とした結果が 16 件。「アメリカ人が日本人より集団主義である」とした

報告が５件。その反対が１件のみであった。(高野「集団主義」という錯覚－日本人論の思い違いとその

由来」新曜社、2008） 

 ②言語学的研究：一例として、「私は寒い」と言う文の心理述語「寒い」は、話し手の心理状態を表

すが、「母は寒い」など、同じ集団に属する他者の心理状態を表すことはできない。このように、日本

語は内集団の中でも自己と他者を明確に区別する特性を備えている。（筑波大・廣瀨教授、カリフォル

ニア大学・長谷川教授） 

 ③経済学的研究：通常「日本的経営」として、企業が「系列」の中で団結し、さらに政府のもとで団

結しているなど、集団主義的日本社会の特徴とされている。しかし、小池・法政大教授によれば、日本

的経営論で言われてきた「終身雇用」や「年功賃金」は事実でなく、欧米諸国とのあいだに明確な差異

がないこと。そして、東大・三輪教授とハーバード大・ラムザイヤー教授による実証的研究では、日本

政府による「産業政策」が日本の高度経済成長に、ほとんど実質的な貢献をしなかったことを示した。

（これに関しては、現政権による経済政策も、現代日本の経済状況に反映されていないと言うことで同

相であろう・・上草） 

 高野は以上の事象の生じる原因として、人間の行動の原因を推定すれば、その時々の外部の状況に対

する行動が、それと対応する内部の特性が原因であると解釈する「対応バイアス」的心理が働き、それ

が時により、「集団主義的」と捉えられたり「個人主義的」と捉えられるからであると言う。 

 以上、高野らの調査研究においては、人間の精神活動は個人やグループ自体の資質よりも、その個人

やグループを取り巻く様々な環境要因に極めて強力に支配されることを論じており、日本人（文化）が

必ずしも集団主義でないことを示そうとしている。しかし、そのことを逆にみれば、社会的に現れる些

細なことに対し個人主義的に振る舞うにしても、「潜在的」にそれが、集団主義的な振る舞いをしてい

る状況にある、と考えることができ、高野氏の「対応バイアス」論はいずれの見方をも肯定しているこ

とになる。 

 そのように考えると、筆者の言う日本の「潜在的文化」論においては、特に前章の関連との対照にお

いて、改めて以下のように記すことが出来る。 

 すなわち、「縄文末期に伝来した稲作技術は、その作業の特性上、小集団内の協力を要し、それが比

較的長期かつ平和な国情の下で、不文律な共感社会を熟成してきた」のであり、それが日本人の潜在的
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文化を育てた。 

 しかし、「そのような日本人の共感的行動原理は、同時に明治以降のように外来文明を見境なく取り

入れ、特に昭和期に入り、激しい文明化への社会的変化の中で農業人口は衰退した。それと同時に日本

文化の表層において、見方によっては、個人主義的とも集団主義的ともとれる文化状況が、無防備なう

ちに拡散し続けたのが、現代日本社会の文化状況である」と、認識できる。 

 この認識からは「現代日本社会が、外的状況に対する自己規制が弱い」ことが導かれる。 

 

1-4．西洋・日本文化成立の相違 

 民主主義とは何かについて、一概に明確な答えを探すことが出来ない。それは民主主義に即した政治

が行われていると言われる世界各国でも、それぞれの地政学的・文化的な相違が異なる国状を醸す出し

ているからに違いない。 

 本章では、前述の検討結果と併せ、古代ギリシャ・アテナイの全盛期における民主主義の発生と、日

本における稲作文化の定着による社会の民主形態との比較検討をし、社会的精神分析と言語学・脳科学

の成果との有機的総合として、これまで以上に「日本文化」の特徴を明らかなものにする。 

 

日・欧民主主義の形態  それら形態の差は、古代ギリシャのアテナイと日本における稲作文化とにお

いて、以下のような相違を生じる 

 

① アテナイの場合； 民主主義概念に欠かせない核心に「公」あるいは「公共」なる概念がある。そ 

して、それが社会的意味を生じるのは「公」あるいは「公共」としての社会的活動の場を要するのであ

り、「公」概念を支えたのは「神（による法）」を介しての概念であった。そして、その概念は個人とし

ての「私」と対極にあると考えられている。 

 古代ギリシャにおけるアテナイが全盛期（ペルシャ戦争が終結した前 480 年からヘレニズム文化が台

頭する前 323 年まで）において、ポリス（公）の場として、例えばパルテノン神殿の広場（アゴラ）に

参加者が集合し、そのような「公」の場で、社会的な諸問題に関する議論が繰り広げられた。その状況

はパルテノンなる神聖性を背景に議論されたという特別な意味がある。しかし、議論のプロセスにおい

て、議論に参加した個々人が抱える権利をもとに主張されることがあろうし、それが如何に調停される

かにおいて公共性が問われることになる。 

 そして、それに参加した人々が自宅に帰れば「私」人として「公」から切り離され、「公」と「私」

は概念上区分される。  

 

② 稲作共同体の寄り合い  稲作作業は一年にわたり、共同体の全員が協働作業をする必要から、相

互の共感を必要とするのであり、それは寄り合いの会合や、田植え祭りなどまで及ぶ。 

 語源的に、日本のオオヤケ「公」はヤケ「宅」に由来し、共同の住宅における一区画の施設を示し、

オオヤケはその施設全体を示す。すなわち、「オオヤケ」に対する対語が「ヤケ」あるいは「オヤケ（小

宅）＝私」であった。 

 そこには、私は公の対立概念でなく、相互が抱合関係にある。さらに、「公」は、大きな区画の首長

を意味するので、首長によってまとめられた共同体を意味する。最も大きな「ヤケ」は「クニ」である

から、「公」はまた、クニの長としての天皇によって治められた共同体を意味するようになった。（安永

「日本における公と私」日本経済新聞社、1976） 
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 このように、日本の「公」は「私」を包み込んだ入れ子関係を示し、西洋における対立概念と異なり、

両者は相対的な概念を採っている。見方により、「私」の存在理由が「公」に奉仕する、と言う考えが

生じる。 

 この語源的解釈は、筆者の言う稲作農業における共同作業が、対立より、共感的な繋がりを要すると

ころの、日本の「潜在的文化」の成立起源と一致する意味を与える、と考えられる。 

 そしてそのことが、先のアテナイで生じた「公」と「私」の明らかな対立概念とは反対に、日本にお

いて自律的意味での「個人意識」が育まれなかった原因でもある。ただし、日本の「公」を構成するそ

れぞれの「私」が共感で繋がっている状況は、共同体の全員が平和で安定な「公」社会を目指さなけれ

ばならない働きによると考えると、そこには「日本型の公共概念」が存在していることになり、これは、

西洋型の民主主義と異なるものの、民主主義的社会の一形態を示している
．．．．．．．．．．．．．．．．．

と考えられる。しかも、うえ

に示された日・欧の各民主主義は異質であるものの、それらの間には優劣の差を示す理由を探すことは

できない。ただ、弥生・古墳時代の社会が対立でなく、比較的平和裏に安定に推移したと考える限り、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

その点に関して西洋型の民主主義以上に優れた民主主義の一形態であった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、と言うことができる。 

 

日・欧社会の精神分析と権力様態  前述の日・欧を言語学的にみた社会性状の差異が、いわゆる社会

病理として、西洋人の精神的抑圧としてのエディプス・コンプレックスと、日本人における自我の分裂

（Splitting）の存在に特徴的に現れていると仮定して、検討する。 

 「分裂」とは一般に、ある社会対象に対して欲求を満足させるか、あるいは、頓挫させるかによって、

一人の人間の精神状態を変化させ、その状況が相対的に生じ、人間関係の不安定をもたらす病的な状況

を指す。 

 西洋人に関する精神分析は、主に S・フロイトがギリシャ悲劇の傑作である「オイディプス王」に対

し進められた。エディプス・コンプレックスを概念的に述べるなら、まず、自己の周囲（例えば母）と

一致しているような（空想的な）一体感に満足しきっている個人を想定する。それに水を差す第三者（例

えば父や批判的言説）が登場したことにより、一体感の中に留まれなくなった自己は、強い欲求不満を

体験する。やがて、強い葛藤を経て、自己と環境と第三者の関係は、神経症的緊張を孕みつつも安定し

ていく。これらの事象を通過してはじめて自我の統一がなされ「個」としての意識に目覚め、西洋にお

ける「近代的自我」としての父性原理を内在する精神構造が成立する、と言う。（加藤他「精神医学事

典」弘文堂、平成５年）  

 ただしこれは、西欧世界の人々を中心とした精神分析としては正しい。 

 以上の西洋文化理解に対し、詩人で評論家の吉本隆明（1924~2012)による日本的精神としての（「共

同幻想論」1968）は、現代においてその評価は未だ確定していない。しかし、これまでの筆者の言説と

比較検討すれば、以下のように説明可能である。 

 すなわち、①共同幻想を、共同観念・共同規範と呼ぶことにすれば、ひとりの人間にとっての共同幻

想（共同観念・共同規範）は、ある時は”生きがい”や”張り合い”となると言い、②ある時は”心の

不満”の原因となることがあり、いずれも共同幻想と密接な関係があると言う。（注；原文に①、②の

記載はなく、筆者による符丁である） 

 ①、②は日・欧の社会に共通して適用可能であるかのように吉本は言うが、筆者の解釈では、その内

実が異なる。 

 すなわち、縄文後期に中国揚子江南岸域から日本に稲作技術が伝来し、弥生時代に国としての日本が

誕生したとすれば、その国体は稲作農業を国体の中心にしたものと考えられ、それは小規模共同体（村
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落）において、協働作業をせねばならない慣習から、共同体内での不文律な共感を中心にした社会であ

った。ただし、その状態を吉本の言う「共同幻想」と名付けたにしても、それは幻想でなく、共同体の

構成員からみた、現在の日本文化に繋がるリアルな現実
．．．．．．

であったと言いえる。なぜなら、それは「個（あ

るいは自我）」を主張する必要がないままに、リアルな共感的意志疎通による比較的安定した社会を形

成可能とすることができたからである。 

 次に、吉本の言説②は、明治以降の近代社会において該当する。すなわち、②の続きをも少し記すな

ら、「共同幻想」による心の不満は、その幻想に自分を合わせようとして”うまくゆかなくなる”心の

不調が強迫性障害、うつ病、不安障害、統合失調症、自閉症、引きこもり、対人恐怖症などを生じさせ

る」と言うが、その「共同幻想」は、西欧世界においてリアルな概念としての西洋的「個人主義」が生

じさせる諸現象に対してこそ、うまく適合する。 

 したがって、以上の吉本の言説が示している事柄は、筆者が既述した、近代以前の日本文化（これを

潜在的基層文化と称した）とそれ以降の西欧移入の個人主義的文化が、まさに「共同幻想」として、現

代に至っても整合性がとられていない、と解釈することが可能である。それはすなわち、民主主義が未

だイデオロギーの域を脱していないことに顕れているからである。 

    

 それに対し、精神医学の小此木敬吾氏は、西洋的精神が抑圧原理に因っているのに対し、日本人の精

神構造の特徴が「自我分裂」にあり、自我を統一することが困難であると言う。たとえば、小さな村に

暮らしていると、人間関係が抑圧的になり、本来の自我と異なる自我が存在するかのように表現しなけ

ればならない。これが自我の分裂に導かれるように、ちょうど、エディプス・コンプレックスと反対の

プロセスを経ている、と説明できると言う。（小此木、山本「日本人の社会病理」講談社、1982） 

 小此木氏が言う”小さな村”とは、はからずも近代以前の日本のムラ社会（稲作共同体）と考え、先

の吉本氏の言説と重ねると、「自我の分裂」そのものは、日本の基底文化と、移入した西欧文化の間の

不整合性がもたらす心的「分裂」であり、それが未だ日本人の「自我の統合」をもたらしていないと考

えるか、あるいは、そもそも前述した日本の「潜在的文化」そのものに包含されていた特性であるかを、

さらに検討されねばならない。 

 ただし、日本の現代社会では以上の要因により、広範な意味での現実的な社会的トラブルが絶えない

状況が続いている。 

 

1-5．現代日本社会の総合的認識 

 先に示したように、日本語が、世界的にも特異な存在であることが、太古からの日本の地政学的特性

と関係しているとすれば、再度それは、日本における大陸（特に中国）からの影響が、朝鮮半島におけ

るように強力でなかったことにある。そのような環境の中で、弥生・古墳時代を通じ、自国文化を稲作

農耕社会として、独自な社会を形成することが可能であったことでもある。 

 そこで、上記日本文化の検討の中で、最も未解明な問題として、小此木敬吾氏が、「日本人の自我が

分裂（Splitting）している」と言うてんがある。この点を歴史的に遡れば、図１で触れたように、少な

くとも弥生・古墳時代を通して無文字時代であり、文字の使用により日本人の自我の分裂が生じたと考
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

えることが出来ない
．．．．．．．．．

、ことになる。 

 

潜在的日本文化と伝来思想の受容との関係  その点を言語学的に考えれば、現代の日本語は主語を有

するが、漢字伝来以前の表音言語としての日本語には「主語」がなかったとされている、ことにある。  
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 すなわち、そこにはヒトが自然その他に向かって主体的に何かを行うと言う観点が欠けており、たん
．．

に自然に生起する様を表すよ
．．．．．．．．．．．．．

うな言葉であった
．．．．．．．．

ことを表している。それはまた、10 世紀に及ぶ稲作農耕

における共同作業において、年間に行うべき作業手順が決まっていることは、西欧的な法的概念に従っ

た行為を要しなかった。またそれは、文字を持たなかった日本人が中心的「自我」に沿って行動する積

極的な意志が欠けていることになり、環境に応じて自らの行動を追随させる、と言う受け身的行動形態

をとり易かったことになる。 

 それに対し、前 80 世紀に生じたインド・ヨーロッパ語の派生語であり、前 10 世紀に生じたラテン語

は、主語＋作為動詞＋目的語から成り、それを用いる社会成員が、明らかに自我を伴う個性を有してい

たことを表している。 

 この主語を持たない５世紀程までの日本社会が、権力的社会システムとして未成熟であることを示す
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

とともに、その反面、比較的平和で安定した社会性状にあった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ことをも示している。 

 ただし、言語としての主語を持たなくても、共同体社会に参画する要件としての自我はもっていたは

ずであり、かつ、共同体内での会話では、その自我に相当する自らの中に仮想としての他我も必要とし

ていたに違いない。ただし、自らの中での自我と他我の両者が意識として強ければ、共同体の運営は困

難になるのであり「感性としての共感作用が、自我ー他我間の自動的な調整をしていた」と考えねばな

らない。 

 そのような心的働きが、伝来した漢字を受け入れ、かつ、その優れた共感能力が、多様な言語体系を

多彩に展開する動因になったであろう。また、平和で安定した社会を創る共感能力は、伝来した仏教精

神「瞑想による覚醒から涅槃を獲得し、その恩恵を他者に及ぼす慈愛」や、同じく儒教の「徳と礼によ

り、謙譲を伴う人間同士の愛（融和）」などが精神的に融和可能としたことが、容易に考えられる。 

 

文化的分裂の二重性  その限りにおいて、西欧人が強烈な自我を秘めた個性を有したが、「公」の場

では「神」の監視の下で、論理を介して他者との調停を図る「民主主義」を必要としたのに対し、日本

の場合は大きな相違を生じた。重ねて述べるなら、稲作共同体を想定する限り、その共同体における個々

人は、自我を過渡に主張してはならないし、自らの中に他我を想定し、予め自らがその他我と自我を共

感的に調停し、共同体に不和を生じることを避ける。それが、弥生時代の人々が安定した社会を営む知

恵であったからである。これを対他的には「相互忖度」的態度と表現することが出来る。 

 しかし、現代の権力構造化した社会での、権力構造内で下士が上士に対する一方的な忖度と異なり、

弥生人の忖度は、より対等な「相互忖度」と呼べるものであったと同時に、それは個人的かつ共同体内
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

で稼働していた
．．．．．．．

と想定される。 

 そのように考えれば、先に述べた小此木氏が日本人の精神構造を「分裂」と称したのは、フロイトや

クラインによる西洋精神医学の考えに従った考えであり、日本文化における個人が呈する各種症状に適

合するかは疑問が持たれる。 

 そこで改めて, 本稿での検討による二重な現代日本文化の精神構造を図２(a),(b)に示し、図２(a)は、

日本の基層文化①と欧米の文明③の移入により、現代日本の表層文化②が形成されたことを示す。この

ため、表層文化②が①と③の文化的整序されないままに、両文化の二重規範の間で文化的分裂、すなわ

ち個人レベルでは自己分裂状態を生じていることになる。  

 図２(b)は、そのような文化的自己分裂を生じた原因をより明瞭にするため、図２(a)の①と③をより 

       

    ③    西欧文化・文明         
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     (理性的で権力的システム社会) 

                         (公)      明文法  （個人） 

    ②日本の表層文化（非整合的システム困難）         他我   （絶対神）  自我 

                                             B             A               

        ①日本の潜在的基層文化                （公/私）（神道；不文律、空） (私/公)                     

      （共感的共同社会）           他我         相互忖度     自我 

 

   (a) 日・欧文化の影響を受ける日本の表層文化       (b)日・欧文化間の直接的影響                                   

                           図２. 日本文化の二重構造とそれら相互作用性 

 

詳細化し、直接対比させた概念図である。 

図２(b)の（外来的）表層文化が、特に明治以降に移入した個人主義的欧米文化であり、それは、ユダ

ヤ・キリスト教の法典を精神的支柱とした文化で、個人と他者ならびに、自己内の自我と公としての他

我が精神的統合を目指す構造にある。 

 一方、同図の（内在的）潜在文化は、日本の弥生時代を中心に育まれ、現日本人の心的基層にあると

した文化性である。これは、その精神の中核が不文律的で多神教的であり、確たる主張をしない神道で

あることから、社会的活動における心的空間の両端に自我と他我が存在している。これは、前述の柄谷

氏の言説に沿い、自我としての無意識内に、個人的、集団的無意識が（私/公）として存在し、同様に、

他我としての無意識内に、集団的、個人的無意識が（公/私）として、それぞれ同居していることを示す。 

 そのような柄谷氏が自らの言説が生じたのは、同氏が日本人であるからであろう。そして、その間を

「相互忖度」的感性で結ばれ、心的安定状況を創っているのである。 

 同図における、縦の双方向矢印 A が現代日本の社会的自我の分裂を表している。すなわち、明治以来

日本に欧米文化の激しい流入があり、それ以来、現代日本人は、かなりな程度に欧米に習った文化を形

式として身につけた。 

 しかし、古来からの潜在的文化を拭い切れない限り、両者は併存しているのであり、両文化は絶えず

日本人の精神において２種の異なる文化の間で多様な相互作用をしている、と考えねばならない。その

場合、合法的で論理的な外来的欧米文化はその主張において、日本の潜在文化を圧倒すると考えれば、

質的に異なる両文化のせめぎ合いが生じた場合、欧米文化による潜在的文化としての日本的自我への影

響は、当然として大きなものになる。 

 すなわち、前述の小此木氏の言う日本人の「自我分裂」は、そのような理由から生じる場合が多分に

多く、それは、欧米人において生じる分裂とは、その原因が大きく異なることになる。 

  

自我分裂時に関する歴史的検討  それはまた、図２.B に示すように、日本社会を構成している主なる

宗教的存在が神道であるとしたら、少なくとも神道は、大衆に向かい教条的な姿勢を示さないのが、大

きな特徴である。それは外来西欧文化としてのユダヤ・キリスト教が示す教条的存在と相容れず、その

ような文化的状況が図２.A に示した日本の文化的精神として特異な「自我分裂」を誘発しうることにな

る。 

 それを顕著に生じ始めたのは、明らかに西洋文明が移入された明治期である。ただし、江戸 260 年の

幕藩体制は比較的明確な社会的権力構造を有していたように映る。それに関わらず、日本社会の８割以

上の人口割合を示す、稲作を中心とする農民文化は、潜在的基層文化で営まれていたし、幕藩体制その
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ものの内部さえも、権力体制一辺倒ではなく、赤穂浪士の事件に代表されるように、根底において潜在

的基層文化としての人情その他の旧来の文化で営まれていた。 

 そのように考えると、夏目漱石が憂慮したように、明治期における日本の洋化において、社会的混乱

は確かに生じたが、弥生時代以来の古来の日本文化そのものの存在が危機的状況を迎えたのは、農業人

口約９割とピークを迎えた大正時代を境にしたそれ以降であり、昭和に入ってその人口割合は急減する

からである。したがって、図２における旧来の日本文化が顕著に「潜在文化」化したのは、おおよそこ

の 100 年間のことで、その後、図２.A の自我の分裂状況を反映した現象が生じ続けていると観られる。 

 ここで注意を要するのは、本稿 1-2 節の下線（１）に記した日本人に対する各種心理分析結果が、20

世紀の現代日本人を対象に分析した結果であるからには、図２における日本文化の二重構造から生じる

心的現象がランダムに表出する状況を表していることになる。 

 

現代日本社会の文化的アノミー化  そのような、明治期に生じ始めた日本文化の自我分裂による社会

的混乱は、それを政治的に鎮静化することと共に、文明国としての対外的な脅威から防備することの２

重の目的から、軍隊の整備が急がれた。それは「法」の下の明示的な「絶対的で実効的権力」を必要と

すると言う意味で、未経験な事態によって急変する国情を一変させる狙いがあった、と考えられる。 

 再度言えば、日本の文化的な自我分裂により社会のアノミー化を生じつつある状況を、軍国主義化へ

の働きと同時に稼働させ、それらを阻止し得る側面があった。 

 前項で、大正時代が日本文化の転換時期であったと述べた。この時代を日本社会は、大正デモクラシ

ー（1910~20)の風潮に乗り、自由に政治批判が可能であった。その反面、第一次世界大戦への参戦（1914)

に向けて特高警察の取締で沈黙を強いられた時代でもあった。 

 それは、江戸幕府から明治期までの公文書が比較的良く残されたのに対し、第１，２次大戦次には公

文書が乱れ、最悪には第２次大戦直後には、日本の各省庁の庭で、公文書が燃やされるなど、最悪な事

態が生じる。昭和史研究家の保坂氏は、これを「日本の為政者に欠けているのは歴史への責任感、歴史

への良心だ」と言う。（保坂他「歴史奪う公文書改ざん」朝日新聞 15 面、2018、4,25 日） 

 この最悪の事態が生じたのが、日本の農業人口の急減時に相当し、かつ、図２に示す、日本文化の二

重構造による文化的アノミー化が深刻化する時期と同期していた、と考えられる。 

 しかし、1945 年の敗戦で軍隊を放棄した後の、現在に至っても日本社会は、自我分裂状態の解消に

向かおうとしていない。その原因は、「法が権力者そのものをも縛る」と言う概念がそもそも日本文化

には存在しないからである。 

 現代日本の政治的状況に関しては、与党と野党に分かれ、与党は、政権を構成し行政府を与る政党で

あり、野党は常に政権を得ることを伺うが、少数派である限り、与党の監視機能に止まっている。ただ

し、与党は政権を得ることによって、ある種の利権に群がる利益団体であり、かつ、野党各政党も労働

組合などの下部組織をもつ利益団体と化している現実がある。 

 現在の実例として、政権与党は、自らの権益の永続を望むゆえに、大衆一般に対し「持続的な経済成

長」をアピールしても、そこには①いかなる目的で、②如何にして、の理由が必要である。しかし、現

政権において、①については何も語らず、②の３本の矢なる政策はすでに頓挫しており、国民をどこに

誘導しようとしているかは、全くの闇の中である。 

 その理由として、各政党の本質は弥生時代の稲作共同体然とし、とりわけその政治的方針で確固たる

（神的中心としての）方針を示さず、かつ、不完全な共感的繋がりに依っている。稲作共同体であれば、

相互的共感で繋がれるが、現実の政治では政党員各自が異なる利権で動いているとすれば、そのような
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共同体は常に仮想的組織でしかなく、外部者からは、闇の世界然とみなされる。 

 それゆえに、外的状況が変化すれば、アメーバーのように党組織は変化しうる。それは、見通しのつ

かない政治的状況の困難性、緒企業のガバナンス破綻などの常態化など、社会の広範に及んでいる。 

 それのみならず、より社会の末端として、近年、日本全国の自治会など地域社会の活動不全が顕著に

表れつつある。燐家同志の人々の会話が、都会に限らず地方においても急激に衰退していることに現れ

ているのであり、文明のみかけの進歩に伴い、個々の人間関係とその信頼が急激に失われつつある。こ

れは、文化的な自我分裂の度合いの深まりが、自閉的な心理状況的社会的現象を生じていると考えるこ

とができる。そのように、社会的活動で最も重要な、最小単位の社会における活動が停滞しつつある諸

現象が、その集合として、大規模社会が不調に陥いることは当然のことである。 

 それらの事象は、再び、図２に示す日本文化の二重性に起因し、深刻化していることは、明らかであ

る。 

 

日本の文化的健全性への基本的指針   改めて、図２に示した現代日本文化の二重性について考えれ

ば、日本文化として変更不可能であるのは、外来的表層文化でなく、日本古来の伝統文化である「潜在

的基層文化」にある。それは、現実社会での日本文化の表面から次第に後退しているように見える。そ

の反面、強固な骨格を有する新参の外来文化も、150 年来この方、いっこうに日本の培地に根付こうと

していないことも明らかである。 

 この難問に対して、イギリスの政治哲学者 M・オークショット（1901～1999 年）が適切な発言をし

ている。すなわち、欧米の政治的理念は、[自由,平等]、[民主主義]、[基本的人権]などの普遍的正義を実

現することを挙げており、それは、日本国憲法の前文にも掲げられている。それは我々の具体的な生活

から切り離されて唱わられたとたん、それは単なる「政治イデオロギー」になってしまい、そして、そ

のこと事態は洋の東西を問わず同じであると言う。(オークショット、島津他訳「政治における合理主義」

勁草書房、1988） 

 さらに、先の「自由・平等」「民主主義」「基本的人権」などの概念すら、西欧人にとり知識や概念か

ら生じた「政治イデオロギー」に止まるのは、それらの基準が、各国が置かれた緒事情により大きく異

なるからでもある。 

 従って、各社会の政治状況は、その社会が有する価値観や慣習などと切り離せないのであり、そのよ

うな概念規定から社会的な調整をするためには、経験の積み重ねとしての「伝統」や「習慣」などに依

拠した「知恵」を絞り出す必要がある。そして、その行為プロセスにおいては、相互に譲り合うなどの

「自己規制」や「分別」など、社会人としてあるべき行動原理に立ち返らねばならない。 

 そのような、日常の経験の積み重ねが、現実の社会的価値を生じると、M・オークショットは言うし、

その箴言は先の「政治イデオロギー」以上に、我々に訴える力を持っている。 

 

稲作農耕共同体  翻って、弥生時代の稲作共同体の状況を考える限り、それが共感による「相互忖度」

的意思疎通で形成されていたとすれば、社会形態が簡素であるものの、オークショットが言うところの

各社会構成員による「自己規制」や「分別」など、道徳的行動原理に沿い共同体が運営されていたと見

なせる。その意味で、簡素で原始的社会と言えるその社会は、非常に安定した社会として運営されてい

た可能性が大きい。 

 反対に、大規模で文明的進歩を目標にする現代社会の多くは、それによる未来が常に不明確なままに

他律的に推移しなければならない運命を背負い、常に自己の生活実感から乖離した政治イデオロギーを
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背負い続けなければならない。それは前述のように、日本が社会的に自己分裂的で、かつ、アノミー状

態であると認識する限り、それは現代日本の政治行政機構における国体を揺るがし、現に、見るに堪え

ないほどの不祥事が生じている社会事象の原因が、図２の日本における二重な文化性から生じていると

確認されるのであり、今後の日本が従来どうりである限り、形式的にも西欧一般の垂直的権力構造社会

を携えることは、日本社会のアノミー度をさらに深くするばかりである、と考えられる。 

 この点で、オートショットが唱える社会としての基底要因から、日本社会の在り方として、原始的で
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

あるものの稲作農耕共同体が、現代文明社会一般と比較し、優れている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、と言うことになる。その具体

的な解決策の一例として国権の地方分権化へ大幅な移転は、有効であろう。 

 

       

                    ２．日本文化の二重規範性と権力 

 

 前章の結果から、現代日本人の精神文化は、日･欧２文化を二重規範（ダブルスタンダード）として

構成されていること。しかし、明治以来 150 年間における、それら文化の整合性への努力は放置された

ままであり、それが、現代日本の隅々における社会的矛盾を生起し続けている根本原因である。その矛

盾に対する自覚なくして、欲望に立脚した現代資本主義文明に対する日本の将来的展望を描くことはで

きない。 

 本章では、カレル・V・ウォルフレンの大著（「日本/権力構造の謎 上・下」早川書房、1990）の原

著「THE ENIGMA OF JAPANESE POWER」は、ハーバード大学他、欧米の大学における Japanology

で、テキストとして使用されており、これを参照しつつ、さらに検討を進める。参照箇所は、各文末に

（Wof1~4）と記した。 

 

2-1. 日本における政治と権力の関係性 

 前章に続く意味で、本稿ではまず、日本における権力構造の変化の概略を探る。 

 

日本における権力発生の基本的認識   いかなる社会においても、社会形成の条件として、①他者との

「共感」作用を要すると同時に、他方では、②人間の生の在り方として、自己を優先させるべく、「自

我」による個人主義的な立場とのバランスを要する。 

 前章で述べたように、日本の大正期までの人口割合は、稲作を中心とする農民人口が９割前後の圧倒

的に大きな割合を占めていた。そして、その稲作農作業の多くは近隣農家の共同作業を伴う必然性から、

「共感」≧「自我」の力関係が必然的に要請されるゆえ、強力なリーダーなしでも比較的平和な社会を

形成可能であったと考えられる。これが、今日でも日本が平和国家であると自認している基底要因であ

ろう。 

 それによる日本人の特性として、倫理的に優れた社会状況を生じたと考えられる反面、日本社会にお

ける意志決定の在り方が曖昧となりがちになるそれは現代社会における国際比較の統計結果において

も顕著に現れている。（※１） (本川「統計データが語る日本人の大きな誤解」p231,241 日本経済新聞社、2013）  

 それはまた、古事記、日本書紀の神話に現れる諸神間における争いを避ける傾向として、象徴的に表

わされている。 

 ただし、その神話（特に古事記）は、飛鳥時代の第 40 代天武天皇（在位 673～686）が自己の権威を

確定させるために太安万侶に編纂させたものである。また、天皇の起源が稲作農業により財を成した者
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を起源と考える限り、日本史的に天皇の存在は、日本文化の本流からみて、文化的な嫡子として生じた

と言えないものの、その後の武家の誕生以来、その権力の権威的後ろ楯として、必須な存在となる。 

 くわえて、経済的富の畜積は小数者による権力の集中を招き、経済的弱者を支配する構図を生じる。

それが日本の天皇から武家へと権威と権力が露骨な関係性を示し始め、「共感」≦「自我」とする権力

社会を併存することになった。このことは農村人口が極大値を示した大正期を境に、その後極端な減少

傾向を示し、表向きに日本社会は、絶えず曖昧さを含む権力社会の構図を確定することになる。 

 ただし、日本文化を考える限り、「共感」＞「自我」で表される文化は、日本の文化社会の基層に在

り続けている。 

 ウォルフレンが、西洋文化との対比的検討から、日本の文化を、あたたかく、ウエットで非論理的と

称していることは、共感的な日本文化を端的に言い当てている。（Wof1） 

 筆者の検討による、日本文化観が「共感」的に結びつく社会を構成しているとしれば、「共感」＞「自

我」で表される文化は、ウォルフレンの言うように、相互理解が言語的に稀薄で済む文化となり、それ

が、現在の日本社会のコミュニケーション・スタイルが非論理的に流れ易く、しばしば不安定化を表し

ている原因を創っている。そしてそれが同時に、日本社会のユニーク性をも表出している。                  

後述するように、以上の権力と権威の構図的関係は、形を変えて現代においても「実利的」に稼働して

いるのである。  

 ただし、そのような日本の基底文化が稲作農耕を始めた弥生時代以降であり、そこでは鉄器などの道

具を用い土地の利用の仕方など計画的な知恵が働いたとすれば、F・エンゲルスが言う古代の狩猟採集

は原始共産制と呼ぶことはできず、以上の日本社会潜在文化を民主共産制と称するのが妥当であろう。

（エンゲルス『家族・私有財産・国家の誕生』新日本出版社、1999） 

 

（※１）本書における、曖昧さに対する設問が「各国が世界に対して与えている影響はプラスですか、それともマイナスですか」に対

し、世界評価と自国評価の割合を統計として表示している。プラス、マイナスの評価の乖離度合いが高いほど曖昧回答比率が高いとし、

日本は調査 25 か国中インドの 37％に次いで最も高い 48%を示している。 

 倫理評価については、①脱税、②公共機関の料金をごまかす、③仕事に関連してワイロを受け取る、④資格がないのに国の年金や医

療給付などを受け取るなどの項目で、世界 51 か国中最下位を示している。その一方、家庭内暴力、自殺、同性愛、離婚、安楽死などの

比較的現代的事象は、欧米社会と同傾向に高率であり、一方で、アジア諸国が低率であるのと異なる傾向にある。 

 

 

2-2．日本の権力略史    

 ここでは改めて、日本史による日本の権力構造を通史的にその概略を振り返ってみたい。 

 

縄文・弥生から江戸幕府まで   前節で、日本の基層文化が稲作文化による「共感」性にあることを、

確認した。それは、天皇の存立を著す古事記、日本書記にも表れていることであるが、第 40 代の天武

天皇が皇位継承を巡る 672 年の壬申の乱で勝利し、それを境に天皇が権威的存在から、権力的な存在に

変化した。しかし、その 520 年後の 1192 年の鎌倉幕府の成立は、天皇に替わり武家が江戸末期まで権

力的存在として君臨したのであり、武家政治以後の天皇制は今日まで権威的な存在として存在し続けて

いる。 

  また、鎌倉幕府以降江戸幕府までの武家は、その権力闘争を勝ち抜くために、西郷隆盛の祖父のよう

に農民から足軽に傭兵され、後に下級武士（下士）になった。ただし、当時の下士は生涯において上士
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になることは望めなかった。このように、武家権力の階梯は固定化していた。 

 ここに、本来的に共感を基層文化とする農民が、剣や槍を携えて権力構造の底辺に組み込まれ、下士

となった者の大部分は、もはや上士になることを諦めたと思われた。しかしそれゆえに、なお権力獲得

を渇望していた者にとり、幕末の乱世は、その権力を得る絶好の契機となった。それゆえに、そこで顕

著な頭角を顕した者が明治期に入り、新政府の要職を形成する中心を形成した。 

 その事態はすなわち、新政府の要職に就いた者たちの文化的心理が、共感的日本の基層文化と権力的

で文明的な外来文化が、異質な文化形態として図１に示すように表層文化で重なり、特異な２重構造を

生じたと言うことが出来る。 

 同図の文化的構造は、日本の文化の変遷を検討するうえで、重要な鍵を握ることになり、これについ

ては改めて論ずることにする。 

 さて、江戸幕府260年余りの期間は、武家による権力的統制が日本全国に敷かれたと見られているが、 

実際は、親藩御三家と安祥、岡崎、駿河を中心とする譜代大名の間は親族関係で緊密な権力関係にあっ

たが、それ以外多数の外様大名との関係は実質的に分権社会的な繋がりを有していた。 

 しかし、そのように幕府による形式的権力体勢が敷かれたとしても江戸時代の武士階級の人口割合は、

わずか７％と見積もられており、85％と見積もられている農民人口と比較すればその１割にも満たない。

しかも、農民は租税を取られたにしても、西洋において貴族により身分を強く拘束されていた小作農民

と比較するなら、幕藩権力の外にいたと言える程、遙かに自由であった。その理由から、日本の基層文
．．．．．．

化は、少なくとも縄
．．．．．．．．．

文時代以来農村社会に保存されていた
．．．．．．．．．．．．．．．．．

と言うことができる。少なくともその傾向は

表向き、農民人口が９割まで増加する大正期まで続くことになる。 

 

明治から戦前の昭和まで    現代日本の権力システムを創った起源を、明治以降と考えるかぎり、明治

政府を創りあげた動的要因を探らねばならない。 

 先述のように、その主なる要因を江戸幕府時代の（特に地方における）下級武士の存在にあったと考

えることができる。 

 前述のように、幕府における下級武士達の先祖の多くが農民出身であったことから、その権力構造の

上位を目指すことが生来的に諦めなければならない立ち位置にあったが、同時に、上位の権力を最も渇

望した存在でもあった。しかし、幕末の動乱期にその権力構造が崩壊しつつあることを眼のあたりにす

るや、権力獲得の可能性が生じ、その下級武士を中心として才覚に富む者達の政治的活働が活発になる。 

 そして、幕府が崩壊し、明治政府が誕生するとともに彼らは、それまでの活動で蓄えた知財を活用し、

政府の要職に就く者を多数生じた。 

 すなわち、明治時代 44 年間での総理大臣 14 名中、７名が長州閥、４名が薩摩閥で計７割強を占め、

初代の伊藤博文の父は農民出身の長州藩の足軽であった。しかし、続く大正期 14 年間では、14 名の総

理大臣中、薩長閥は各２名と、３割弱に減少し、長州・薩摩の地方閥が権力を握る時代は次第に終わり

を告げる。それは、政治権力が士族に限らず、広く分散したことを表している。 

 それに代わって中央政治の権力を握りつつあったのが、軍属である。その先駆けとなったのが、明治

34 年に陸軍大臣、内務大臣を務めた桂太郎が第１次桂内閣を創ったことにあるが、その起因として、明

治 27～28 年の日清戦争に参戦し、政治的に軍事色を強めたことが挙げられよう。 

 次いで、大正３～８年の第１次大戦を契機に、大正時代 14 年間では歴代総理 11 名中５名と約半数が

軍属出身であり、一機に軍事色が濃厚になる。 

 その傾向は昭和16～20年に至る第２次大戦でピークを迎えるが、昭和前期の 20年間での総理大臣は、
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18 名中 11 名の約６割が軍属出身であり、その後半では治安維持法が改正されるなど、政府による国政

としての正常な機能が失われてゆく。すなわち、その過程では、政府の軍属に権力が集中しつつ、政府

による民主的人民統制が失われ、敗戦が明白であった戦争に突入して行った過程は、理性により狂気を

極限まで増幅させたことになる。 

 その具体的要因は、日本人の旧来からの潜在的基層文化と欧米移入のぶんか・文明との不整合性にあ

る。 

 

2-3．文化と社会権力 

 江戸幕藩体制が崩壊した後、明治政府の成立までは紆余曲折を経て困難を極めた。ここでは、精緻な

歴史分析をすることを目的とせず、権力的側面から、日本社会における民主主義の本質に迫りたい。 

 

明治新政府  大政奉還を断行することを決意する徳川慶喜は、その後の政治体制として、天皇を権力

の頂点に据え、かつ、徳川直参の有力代名を新政府の上院に据え、彼らの家臣を下院に据える構想を抱

いていた。 

 しかし、1868 年 11 月６日の大政奉還の後、長州・薩摩・土佐などの倒幕派の勢いを背景に吉田松陰

が尊皇攘夷（天皇を尊び、外敵を払う意味であり、もともとは水戸藩校の講道館記による）を唱えてい

たことより、翌年４月６日に京都から東京に移った明治天皇が五箇条のご誓文を発布した。その最初に

「広ク会議ヲ興シ万機公論ニ決スヘシ」を筆頭に、１～４条までは西洋各国の民主的法に則る内容であ

ったが、その第５条では、「知識ヲ世界ニ求メ 大ニ皇貴ヲ振起スベシ」（知識を世界に求め、おおいに

天皇政治の基礎を盛んにすべき）とし、新政治における天皇の権勢を世に再認識させようとするもので

あった。 

 しかし、そのような思惑とは別に、1866 年の薩・長の下級武士が結んだ同盟は殖産興業と富国強兵を

主なる旗印に新政府を創る構想を創りつつあった。 

 特に、1853 年７月の黒船来襲を契機に、米、英、仏、露、蘭と修好条約を結んだ後、横浜に関を設け、

その海側に 2 千人ほどの外人を居留させ、その一帯を関内と称した。その横浜居留地には事実上 1500

名程の外人兵士の居留による脅威があったされており、1877 年には日本側の行政権の回復により眼前

の脅威は解消された。 

 ただし、そのような事実は黒船来襲と併せ、外国の侵略に対する富国強兵の方針を、明治新政府が真

っ先に法制化を急いだ事案であった。次に、薩・長を中心とする明治政府の目標は、国家としての経済

を中央政府に一元化して管理するすることであり、そのために 1871（明治４）年に廃藩置県が行われ、

これにより江戸幕政による分権制度が中央集権制度に替わることになる。これにより、国体として中央

集権化を強めることになった。 

 また同年、もと皇族の岩倉具視を全権大使とする 104 名からなる欧米使節団が西欧文明の視察を主目

的に 2 年 10 ヶ月に及ぶ航海に出発する。そこで彼らは、進歩した文明化社会に驚き日本の殖産興業に

思いを致すと共に、ドイツ議会の在り方に感銘を受けた木戸孝允はその民主化社会を支えているドイツ

憲法を、日本憲法の範とするするべきと考えた。しかし、その後の日本の歴史を観るかぎり、その精神

は無視されたと言いえるし、長期の使節団の見聞は、多くの民主主義国家に接っし、それを目の当たり

にしたはずであった。しかしながら、その後の新政府の歩みをみる限り、民主主義の本質を遂には理解
．．．．．．．．．．．．．

出来なかった
．．．．．．

と考えられる。 

 すなわち、殖産興業と富国強兵を目指さなければならない日本の置かれた立場は、1889（明治 22）年
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の大日本帝国憲法発布となって姿を現した。そこに出現した帝国議会の内容は、公選の衆議院と非公選

の貴族院からなる二院制であり、貴族院は皇族と華族その他からなるものの、皇族による議会への出席

は事実上一度も見られなかった。 

 それは、憲法のうえでの天皇の権限が、立法権、統帥権、解散権と、その政治的権限が国政の広範に

わたっての決定権があったからであったからだが、しかし、議会において天皇が、その実権を自ら振る

うことのなかったことは不思議である。 

 翌明治 23 年７月には、第一回衆議院議員（下院）総選挙が行われた。全国で立候補者は 1242 人で、

当選者 300 人のうち 171 名が裕福な在村地主や製糸業者が占めて自由民権党（農民民権運動家を中心と

する民党）が成立し、残り 129 名が在範下級武士であった者による吏党（士族を中心とし、事実上の政

府運営に当たった）を占めていた。このように、新政府は、その端緒から、歪な構成を採っていた。                

 内閣総理大臣は、前年まで内務大臣・陸軍中将・監軍（陸軍の教育長官）を努めていた山縣有朋が、

天皇の形式的主権の下で任命された。 

 ただし、当時の選挙権は直接国税 15 円以上の納税者で満 25才以上の男性に限られていた。（15 円は、

当時の農作年雇い女性の賃金換算で、7.5 ヶ月分に相当し、高額であると言えよう）それゆえ、全国の

有権者は全人口の 1.13％に過ぎないと言う、民主主義の理念からは程遠いものであった。当時の国会運

営の次なる最大案件は国家予算の編成であったが、国家予算の削減を主張する民党を説得できず、総理

大臣の山縣は辞職に追い込まれる。そもそも、明治維新後 20 年を経ているにも関わらず、国会運営が

乱れていた様子は、明治の「万機公論」による民主主義が内発的でなかったことが原因であり、これは

後述のように夏目漱石が指摘している通りである。加えて、現代の政治状況がそれと同質の問題を抱え

いることは、既に高度に文明化したはずの現代日本の政治状況が、未だに民主主義的規範の理解におい

て不十分なままであることをさらけ出している、と言わねばならない。 

 

日本文化と政治権力  先に見た第１回帝国議会における議員構成を振り返るなら、議会が貴族院と衆

議院に分かれるが、その貴族院は非公選な皇族議員、華族議員、勅撰議員によって構成され、その多く

は終身任期の名目的な存在であり、予算審議権もなく実質的な議員活動もない奇妙な存在であった。 

 一方の衆議院は薩長土肥の下級武士を中心に与党（吏党）を構成したが、国会における議席割合は 28％、

その他民間人による野党(民党）は 57％、無所属 15％であった。しかし、第１回選挙での有権者の投票

率は 93.91％にのぼり、当時の新規政治体勢に対する国民の関心の高さが伝わる。 

 ただし、議席割合が与野党逆転していることから、議会運営は最初から困難を極めることになった。 

 ただし、本稿における関心事は、そのような議会構成を採る各議員がいかに民主主義を理解していた

かにある。 

 旧士族を中心とした与党議員は、倒幕に直接関与した立場と、後に政権の中枢に入ることになる岩倉

使節団の中心人物が西欧の文化文明に接していることから、新生日本に対する概念を少なからず有して

いたであろうと考えられる。しかし、一方の議会で多数を占めた野党の多くは、地方の地主富裕層など

で占められていた。むろん、国会開設に至るまでは、市井の人々による自由民権運動が行われた。その

運動を支えた階層がどの階層かの疑問がある。 

 これに対し「江戸末期までは商工業者と農民が比較的分離されていたが、明治初期の政治行政の混乱

状態において、絹糸の輸出で潤った養蚕により農・商工が接近し新たな経営形態の刷新が図られた。こ

れは、北関東、中部地方、さらに山陽、北四国、中九州に生じ、農業商品（桑、繭、茶）経済による小

ブルジョワ的経済を生成させ、同時に自由民権運動を通して政治的な視点を生成させた」と、東京工業
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大学の劉氏は言う。（「理論と方法」誌 2006、Vol.21.No1;77-91） 

 その運動がそれら業界の周辺に影響を及ぼした可能性はあるものの、農業として圧倒的な大多数を占

める稲作農業の生産者に対する影響は次項で述べるとおり、限定的であったと考えるのが妥当であろう。 

 そうである限り、第一回帝国議会の衆院選における全国区割 300 の多くの立候補者は、一部は上述の

製糸業者の他、圧倒的には農村の地主階級が占めていたと考えられる。 

 そのことはすなわち、実際に議員に当選した農村の庄屋・地主階級が自由民権運動から距離をおいて

いたとすれば、それら民主主義の概念と近代政治に疎い人々からなる議会で明治政府は歩み始めたこと

になる。そのような議会では劣勢であったが、より自由民権意識が強い旧士族による少数与党の政治方

針により動かされざるを得なかったことになる。 

 

日本における文化と権力の齟齬  ここで再び筆者が問題にしたいことは、当時の人口８割を越える

（稲作）農民を係累にもつ下級武士達が、明治政府における吏党議員の多くを占め、事実上の政権中枢

を占めていたことにある。 

 もともと日本の文化的多数者を占め、稲作文化を形成した庶民は、人間の行動としての共感（協調要

因）と自我（乖離要因）の平衡条件を 10 軒内外の共同体社会の成立条件として社会を形成していたと

考えれば、再び、そこには現実的意味で原始的民主主義が存在していた、と言えよう。 

 しかし、それは明治期に入り、庶民（主に農村地主階級）のあいだに自由民権運動の影響があったに

せよ、近代的な意味での民主主義を理解することができず、封建主義的衣を着せられて無視されたし、

自らもそのような封建的理念の内側に止まったのが現実であった。それは同時に、当の明治政府の中身

も同様であった。 

 そのように社会体制の変革に対する農民意識に変化が生じなかった要因について多くを探すことが

可能であろうものの、そのような弥生時代以降の文化を民主共産制と呼ぶことが出来るであろう。筆者

は図１において、それを日本の潜在的基層文化と称した。その理由は、それら農村の小さな共同体内部

では権力格差が極めて小さく、内部的に民主的な振る舞いをするが、反面で、その共同体外部に対して

は、かなり保守的な態度を採る傾向があるからである。 

 それに対し、フランス革命を契機に生じた民主制社会は、少なくとも国家単位で、憲法で唱う法文に

対する理性的な共感により、国民合意のもとに開かれた民主制を目指したてんで大きな相違がある。た

だ、同時に発足した産業革命を契機にした社会の文明化は、その後の民主主義国内外に限りない社会的

格差を生じさせつつ、それが少なからぬ社会的分断を生じる原因になっている。それは現代社会におい

て、民主制に逆行する力となっていることの認識は充分とは言えない。 

 日本の潜在的基層文化と近代西洋が産んだ民主制・資本主義を直接比較することは困難であるものの、

共同体における社会的共感行動と利己的行動が自律的にバランスが採られていた日本の潜在的基層文

化が、社会的厚生状態の保存とその安定性の意味において優れている、と考えることができる。すなわ

ち、日本の基層文化に社会形成に有意な側面が存在することが考えられる。 

 そのような日本社会の潜在的基層文化を濱口恵俊氏は間人主義社会と称しており、また、公文俊平氏

はイエ社会と表現している。（濱口「日本研究原論」比較文明、1998） 

 前者の言う「間人主義」社会とは、相互依存と相互信頼による日本社会を言い、筆者の共感社会と重

なるものである。さらに、公文氏の「イエ社会」は間人主義として成立するのが、一家族からなるイエ

概念であり、そのような集合体が日本社会であるとする。しかし、筆者による上記文化論からすれば、

そのような「イエ社会」が成立するのは、稲作作業を通じての共同体社会として、平等かつ同質な社会
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に限られるてんにある。 

 ただし、そのような共同体社会（＝部落）の境界には榊（さかき）が植えられ、その外は外部社会と

見なされていたのであり、その榊は、権力的に排他的な目印であった。 

 さらに、そのような日本社会の特徴として、人々の行動のモチベーションが分析的理性重視より、感

情的凝集性あるいは統合的感性を背景にされ易く、そのような社会は、閉鎖的で同質性が強いとされる

が、別の表現をすれば自律的な相互扶助的共同体と観ることが出来る。それは、法の下での民主主義と

比較し、より安定性に優れた民主社会を形成していた、と捉えることができる。 

 明治期に入り明治新政府は全国を統合するための各種組織創りの拡大を図った。政府は全国各地の有

力地主を利用して農村の協同組合組織創りに取り組んだが、大正後期の 1924 年時点（この時点で日本

の農村人口はほぼ 9割と最大を示した）でも農家の反対により、組合加入率は全農家の半分以下と、遅々

として進まなかった。 

 それが、太平洋戦争の最中の 1943 年には、戦争協力の下に政府の農業統制により「農業会」として、

強制的に統一されるに至った。そして戦後は政府機関の農林水産省の民間下部組織の役割を担って全国

農業共同組合が、全国各地の農協を束ねるネットワークが出来た。しかし、戦後の農機具の導入による

農業の大規模化に伴い、農村人口は急速な減少化を来し、同時に、その５分の４以上が兼業農家となり、

かつその 85％は農業収入より副業収入が多いと言う状況をもたらした。そのように日本の農業は疲弊化

に向かうと同時に、一方の農協による事業としての保険業務は 1980 年代の事業資産が４兆９千億円に

達し、当時の日本最大の保険会社（東京海上火災保険）の資産の５倍に達した。これは、非営利事業で

あるはずの農協活動として歪な状況にあるとともに、選挙時にそのスタッフは、与党候補の選挙運動員

として活躍することになる。 

 ここに至り、本源的な意味で、前述の日本の基層文化は国民生活の潜在的な位置から離れ、表層文化

へ大きく形を変えつつ歪な形で移行したことになる。 

 そして、文化の表層として外来の資本主義的効率主義が、国民生活に浸透するに至り、無意識下の潜

在文化に対し相互的な齟齬を生じたことになるが、多くの日本人にとり、自らそれを意識されることは

少ない。 

 

2-4．日本社会のガバナンス危機 

 社会が生ずればいかなる形であろうが権力的構造が生じる。それは一般に、ある主体が客体に対し、

客体が望まない行動を強制する能力である。 

 これに対して、客体が自発的に服従する公式的な形態を採る能力を権威と称し、また、客体の行動を

統制する非公式的形態の能力が影響力であり、相手に嫌悪的な刺激を与える能力を暴力と称する。 

 本章では、欧・日の各史実から社会的権力の在り方を検証し、それをもとに、日本の各種社会に内在

するガバナンス問題を検討する。  

 

西欧文化の権力構造  西欧文化の基底にユダヤ・キリスト教があることは明らかである。ここではキ

リスト教のみを対象とする。 

 それは、絶対真実を唱う宗教のもとに、それを信じる者たちが自発的に服従する状態は「権威」とし

ての力によるものである。 
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 しかし、1529 年のスイスで生じたカトリック派と宗教改革派とのカッペルの争いは、宗教改革派がカ

トリック派に戦線布告し開戦の寸前までいったが、実際の戦闘は行われず、両軍の兵がミルクスープを

共食して和解した。これは権威が権力に変化することを思い止まった例である。 

 次に、1546～47 年に、神聖ローマ帝国において、カソリック教会を支持する神聖ローマ皇帝カール５

世とプロテスタント勢力の間で戦争が生じた。その結果カール５世の勝利となったが、その後これら宗

教戦争が経続することになる。これは、権威の衣を着た皇帝が自らの権威を死守するため、宗教的に敵

対する相手に権力的態度を背景に、暴力的な行動に行き着いた結果である。しかし、その行為は、少な

からず当事者の教義に反する側面を有していたのであり、それゆえに自らの権威を傷つけたことは確か

である。それゆえ、その後に続く宗教戦争もそのような矛盾を孕みつつ行われることになる。 

  西洋諸国における憲法は国民の行動を、規制かつ紐帯するものとして存在するし、国家が大統領制で

あれば、宣誓式で新大統領は聖書に手を置き国民に宣誓する。これは、聖書の権威を背景に憲法が示す

国権に従うことを表明するものである。その意味で、近代国家は政治的な権力構造を構築し、権力の頂

点にある者に対し、権威を背景とした権力が集中したことを認めるのである。 

 

日本文化と権力構造  日本における神道は古来からの民俗宗教であるが、教義・教典が存在せず、そ

の開祖の実在性も不明である。ただし、古事記の由来から、アマテラス（太陽神）として祀る考えもあ

るがそれ以上に、その根底において、生きとしいきるものの先祖としての死者を敬うアニミズム精神が

ある、と言われる。 

 他方 552 年、日本に伝来したとされる仏教は、教義として生老病死の六道輪廻を悟りを通じて脱却す

ることが目的であり、そのため数々の教典を有し、かつ、開祖としての釈迦の存在は明確だが、本質に

おいて絶対神を有しない世界宗教である。 

 両宗旨の比較から、両者は明確な中心の神が存在しない他、両者が互に排斥あう要素が見あたらない

というてんで、日本における神仏習合が可能であったと考えることができる。 

 他方、紀元前５世紀頃仏教とほぼ同時にインドで生じたヒンズー教は現在、インドの地で信者の人口

割合が 82％と圧倒的に占めるが、他方の仏教は 0.8％とほぼ消滅状態にある。かつ、ヒンズー教の本質

は多神教であり、仏陀も神々の中の一人として祀られており、神々を奉ると言う意味で、キリスト教、

ユダヤ教、イスラム教などと同質性があると言われる。 

 以上から帰納されることは、神を奉り崇拝する絶対神を有する宗教緒国は、それを中心に国家として

の精神的紐帯が強く、統制が取りやすくなると同時に、国家社会としての自己主張が強く、好戦的にな

り易い傾向を有していると見ることができる。 

 それと同時に東アジアでは、かつてインド仏教の影響を強く受けたスリランカ、ミャンマー、ラオス、

カンボジア、ベトナム、チベットなどに、多くの仏教遺跡が存在するものの、宗教としての仏教は現在、

深刻なほどに弱体化している。 

 以上の宗教上の認識とともに、日本のキリスト教人口割合は約１％であると言われる。そして、その

日本人の宗教観に関する調査統計から、宗教を信じている人が 23％に止まり、無宗教 75％は、世界で

最も低位にある。（「読売新聞」2005・8・6,7） 

 そのような現状から観るかぎり、神道と仏教が習合した世界における日本の宗教観から来る民主共産

制的な文化は、いまなお特異な状況にあると言わねばならず、前述の、日本文化の基層文化としての封

建民主制的精神構造が、それと異質な西洋文明との齟齬を生じるのは当然である。 

 そのような認識から、現代日本人の精神的状況が、資本主義文明における経済競争の荒波の中で、為
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す術なく漂流している状況の意味が開かれ得るのである。 

 前述した事柄をその観点から振り返るなら、日本は江戸末期以来、西洋文明による権力的外圧には混

乱するしかなかったが、結局、富国強兵と殖産興業なる権力的な社会構造の成立に特化して将来社会へ

の舵を切ることになる。しかし、そもそも日本の基層文化に、それを成立させうる構造が欠けている限

り、そこに生成させた社会的権力構造は脆弱なものにならざるをえない。 

 それを成立させようとする限り、日本文化に異質な西洋文化・文明を接ぎ木しようとした明治以降の

日本社会が、将来共に社会的混乱を生じ続けてゆかねばならない運命を背負っていることになる。 

 それをして夏目漱石が明治 44 年 8 月に「日本の文明開化」と表する和歌山における講演で次のよう

に言う。 

 「現代日本の開花が一般（西洋諸国）の開花とどこが違うかと言うのが問題です。西洋の開花は内発

的であって、日本の現代の開花は外発的である。ここに内発的というのは内から自然に出て発展すると

言う意味で、ちょうど花が開くようにおのずから蕾が破れて花弁が外に向かうのを言い、また、外発と

は外からおっかぶさった他の力でやむを得ず一種の形式を取るを指した積りなのです」と言い、さらに

「既に開花というものがいかに進歩しても、案外その開花も賜として吾々の受くる安心の度は微弱なも

ので、競争その他からいらいらしなければならない心配を勘定に入れると、吾人の幸福は野蛮時代とそ

う変わりがなさそうである事は前お話しした通りである上に、今言った現代日本が置かれたる特殊な状

況によって吾々の開花が機械的に変化を余儀なくされるために、ただ上皮を滑って行き、また滑るまい

と思って踏ん張るために神経衰弱になるとすれば、どうも日本人は気の毒と言わんか憐れと言わんか、

誠に言語道断の窮状に陥ったものであります」（「私の個人主義」講談社学術文庫、S53,8）  

  

 現代からみて 100 年以前の漱石の指摘は、明治期の状況のみに該当するのではなく、その後の現代日

本人が同様に背負っていると考えねばならない。 

 それは、国家としての政治経済体制こそ欧米と相似であるものの、そこに組み込まれている権力体系

の各ユニットが、自らの権力を自らがコントロールして行使し難いてんにある。 

 モデル的な試考をすれば、10人内外の就労ユニット内であれば、その業務運用に支障は生じないであ

ろうが、そのユニットから他ユニットとの関係を調整することは得意でない。それらの関係における折

衝では自らのユニットの権力を不法に拡大することが度々生じ易い。すなわち、セクショナルな思考が

潜在的基層文化に沿って作動し易いからである。 

 

社会システムとそのガバナンス  それは特に、政治・経済システムの諸プロセスが西洋諸国と異なる

性状として顕れており、それが日々の新聞を賑わしていると筆者はみる。 

 その一部として、最近の新聞記事に次のようにみることができる。「日本企業は経営者に対するチェ

ック機能が弱いといわれる。・・・最近不正が発覚した企業では社外取締役がいたのに防げなかった。「数

あわせ」でなく、企業統治の要として充分機能しているのか、点検が必要だ。企業統治を徹底するため

には、社長の人選にも社外取締役が積極的に関わる体制にすべきだ。後継者を選ぶ指名委員会に社外取

締役も加わり、外の目を入れながら選ぶ仕組みが必要だ。・・・」（朝日新聞「視点」、朝刊１面、2018.2.4） 

 ここには、日本社会がそのシステムが内包するガバナンスに、脆弱性があることの一面が表れている。

それは社会事象の一面性に止まらず、潜在的基層文化による日本における汎社会的現象であると考えら

れる。その他の例証として数多く挙げうるが、最も顕著な例は、日本における第２次大戦における開戦

に際しての御前会議に現れている。 
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 これに関し、日系二世のノブタカ・イケ スタンフォード大学教授が「太平洋戦争開戦と御前会議」

と題した、邦訳 19 ページの未発表論文がある。（www.jstage.jst.go.jp。この他、イケ氏の論文が、「日

本政治」と題し、早稲田政治経済学雑誌 166 号に投稿されている） 

 イケ氏はそこで、太平洋戦争に至る 1940.9 から 1941.12 に至る５回の御前会議の議論プロセスから

日本人の思考性をゲーム理論に沿って解き明かそうと試みている。 

 例えば、A 者と B 者におけるゲーム理論の成立条件は、完全に相互の情報が明らかとなっており、そ

れにもとづいて相互に効用と利得が判っている必要がある。そのうえに立って、自己の利益を最大にす

るプロセスを明らかにすることである。むろん、戦争行為においては、相互に情報を匿避しようとする

が、置かれている地理的条件等から、ある程度の情報を得ることは出来る。しかし、（特に日本側の）

行動の認知からは効用と利得が判然としないてんがあり、イケ氏にとりこの研究結果は、米対イタリ

ヤ・ドイツの場合と比較して充分満足のいく結果に到達しなかった。それゆえに、未発表の形を採った

と考えられる。 

 彼の研究結果として述懐したことは、アングロサクソン（民族）は個人主義的で、西洋民族は階級主

義的であるが、日本は「patoron cliant」的である言う。換言すれば、欧米人は理性的で判りやすい

が、日本人はその主体性（本音）がしばしば明確でないと言うことになろう。 

 このイケ氏の日本人に対する評価は、先述の公文氏が言う間人主義（社会）を産み、また、筆者の言

う日本の「潜在的基層文化」に依拠するものとして通底している。 

 例えば、間人主義の考えは、ある構成員で社会を形成した場合、各人が個性を主張することを避け、

その時々の公共の「場」を雰囲気として各自が感じ取り（相互忖度）、それに併せた一定の社会的行為

が促される。しかし、それが比較的小人数の場では、効果を生じるが、多人数になるほど相互的共通（ま

たは共感）の「場」を創ることが困難になるので、それによる安定した社会状況の持続は困難になる。

その状態を外部者から識ることは困難だからである。 

 

日本における潜在的基層文化の表れ   

潜在的基層文化の表れ  そのように考えれば、イケ氏が日本人を対象としたゲーム理論の成立を困難

性とした理由が明らかとなる。すなわち、日米開戦を事実上決定したのは第三次近衛文麿内閣時の、1941

年９月６日であったと言われる。当日昭和天皇は立憲君主として平和を望んだのであったが、その「場」

の雰囲気（不文律な相互忖度）が開戦決定に至らしめた。したがって、会議出席者の誰が開戦を主張し

た首謀であったかは、公式記録から未だ判然としないままである。それに反対の立場にあった近衛文麿

は、その決定をけ受けて内閣総職職し、戦争回避を託して東条英機内閣が誕生した。しかし、結果的に

究極的悲劇を生じることになったのは、誰しも知るところである。 

 以上の事例が示しているのは、日本人の潜在的基層文化由来の社会事象として、理性的な意味で稲作

農業共同体の人員構成以上の社会システムでは、社会的構築を苦手にしていることである。それは、明

治の近代化以降から今日に至る、政財界におけるシステムガバナンスが、絶えず綻びを生じ易い原因を

創った原因であると考えられる。さらに、その二次的因子として、そのようなシステムには、 

 ①利己的権力が肥大化する要因が創られ易い。反対に、 

 ②そのような権力的紐帯に組しないことによりアノミーな状況に陥った構成員は、怠惰（いい加減）   

  な性向を帯びやすくなる。 

 など、２種類の対極的権力状況が顕れてシステム的障害を生じ易くなり、社会システムとしての機能

は低下し易い。換言すれば、システムガバナンスはシステム上位と下位の両極から綻び始める。 
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 一方、先述のように、日本の潜在的基層文化の優れた面として、他者に対する共感性が高いと言うこ

とにある。それが度を超せば過渡な忖度行為として負の側面を生じるが、少なくとも、訪日外人観光客

が増加している原因を、日本社会の表層的安定性が寄与している面がある。その例証として、GLOBAL 

NOTE による「世界の殺人発生率国別ランキング・推移」によれば、日本が世界の中でも屈指の安全社

会であることに表れている。 

 すなわち、2015 年における 10 万人当たりの殺人発生数をみると、調査 201 カ国中１位エルサルバド

ル 108.63 人、34 位ロシア 11.31 人、86位アメリカ 4.88 人、176 位ドイツ 0.85 人、169 位イギリス 3.24

人、176 位西ドイツ 4.51 人に対し、日本は 197 位でわずかに 1.47 人であった。また、サンマリノ、リ

ヒティンシュタインなどの小国が同率最下位で、0.00 人である。以上を逆にみると、日本は安全度にお

いて調査国中上位２％に入り、1億数千万の人口を要する国として、特異的に安全であることを示し、

これが国の伝統的な潜在的基層文化に由来すると考えなければならないであろう。

（https://www.globalnote.jp/post-1697.html） 

日本の表層的文化の表れ  西欧から移入した文明が、150 年後の今日では日本人の表層的文化を築き

つつあると考えられる。 

 その多くの文明要素は、いまだ日本文化として充分に定着していないと観ることが出来るが、最も定

着して成功した分野は科学技術分野である。 

 それは、元来日本社会に乏しかった理性的で論理的な思考を要する分野であったものの、明治初期以

来の積極的な洋学の移入は、日本におけるその分野での自律的な進歩を促し、目覚ましい発展を遂げた。

しかも、元来理性的・論理的な思考の文化的土壌が乏しかった培地で、そのような現象が生起したこと

事態は一見驚くべきことと言わねばならない。 

 その原因として、そのような厳密な論理的思考は、学校制度における訓化において、その思考範囲の

中での論理を一定の思向枠組の中で自律的に発展せしめ得たことにあり、他方、同一人物がその外にお

ける社会生活において、同様な思考方法が稼働するか、とは別問題である。 

 いずれにしても、現代日本人の文化としてそれら異質な二文化を同居させていることは、社会の緒プ

ロセスにおいて、他国にみられない特異性と複雑な事象を常に生起させる原因を創っていると考えねば

ならない。特にそれは、日本の近代通史に観る政財界等に観られ、それら自律的であるべきシステムガ

バナンスの不安定性に顕れている、と観ることが出来ると考えられる。 

なぜなら、社会問題はすぐれて対人問題であり、そこでは日本の基層文化と外来の理性・論理的文化

が入り乱れる可能性が強く、そのような異質な文化的ダブルスタンダードを社会的に整序させるのが困

難であるからである。 

 

2-5．権力論からみた日本社会 

前説で述べた日本の潜在的基層文化に対し、鎌倉幕府以来の武家社会は、確かに明らかな権力社会的

な構造を呈し、江戸幕府において全国的な権力ネットワークとして統一されたかにみえた。しかし、そ

れは直接的には当時の人口の１割に満たない人々を包含する社会に過ぎなかったし、その他大勢の農

民・庶民は、その権力の外で、比較的自由に振る舞うことができた。 

 江戸中期の稲作農家にとり育てた米は、幕府に租税として納める分の他は、流通する通貨としての役

目もしていた。また、江戸庶民や武家は米を主食にしていたことから脚気にかかることが多かったが、
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一般的に農民は、米の他にビタミンＢを含む稗や粟を混ぜた「かてめし」を食する習慣から、そのよう

な病から避けることが出来た。したがって、飢饉のとき以外は、幕藩権力から自律し、比較的健康な生

活を保つことができたと考えられる。（有薗「歴史地理学」179 号、1996） 

 

民主共産制社会  人間が社会を創ることは、他の動物と同様、独自で生きることが困難である以外に、

社会構成員相互の生活の安定確保のために社会的権力を要した。 

 M・ウェーバー（1864～1920）による権力論では「人間は生きていくうえで、自己の欲求を充足する

ため、常に人的・物的資源が＜欠如＞していることに直面する。そのため、欠如している人的・物的資

源を支配するものとして「権力」が生み出された。そのように権力は個人では達成できない目的を達成

するために、人々の生活における＜保証＞と＜支配＞の関係として形成されたものである。その意味で、

「支配なき権力も、保証なき権力もない」と言う。 

 そして、権力は人々の多様な欲求に対し、特定の規制を加えることにより、特定の充足を与えるため

に作り出されたのであり、権力が人々の生活を保障する内容そのものが、権力の「意味」であるとした。

（「社会学の根本概念」岩波書店、1972） 

 そのように、権力は単なる被権力的対象を抑圧するものではなく、権力的規制が社会的「文化資本」

を作ることに寄与していることを、フランスの社会学者Ｐ・ブルデュー(1930～2002)は言っている。そ

れは「資本とは、交換が成立するシステム内において社会的関係として機能するものであり、それは物

質あるいは非物質といった区別なく、特定の社会的な枠組みにおいて追及する価値と希少性があること

を示すものであれば、何であっても構わない。それを踏まえ、文化資本とは、資本として機能するもの

の中で、蓄積することで所有者に権力や社会的地位を与える文化的教養に類するもの」と定義している。 

 ただし、このブルデュー権力論の考えは、今日における「権威」に重なる側面があり、判然としない

面がある。 

 次に、M・ウェ-バーは、社会学における「社会」は、その構成員として最低３名を必要とする。しか

るに、最も基本的で普遍的な社会は、親子を中心として構成される「家共同体」にあたる。その社会の

安定には、家長を代々嫡系の子供が継ぎ、その権能によって統括されるという構造をもつと言う。 

 そのような、家共同体の集合体が稲作共同体社会を創ったと考えられ、その共同体内に家長に相当す

る役割をする者が存在したにせよ、協働作業の必然から、その権能が共同体内に必然的に分散され、比

較的民主的な社会を創ったと考えられる。言い換えれば、そのような共同体は、大規模家族社会と観る

ことも出来る。さらに、明治維新政府は、天皇を日本という家族国家の大家長にまつりあげたが、その

現実的権能の実態は捨象させられていたのである。したがって、社会的機能から言えば、明治の新国家

は、稲作共同体そのもに似せて創りあげようとしたものの、もと下級武士であった、政府要人による働

きが権力志向的であったことは、対極的二面性を有することになった。 

 それに対し、近代以前の西洋世界では、早くから個人主義的な社会の下で、庶民が安心して暮らすた

めに、君主の絶対的権力のもとに庇護(保証)され、それに服従する（支配される）必要があった。 

 さて、ウェ-バーとブルデューの権力論の言説を背景に、これまで筆者が対象としてきた縄文から大

正時代までの、稲作共同体から生まれた日本の潜在的基層文化は、改めて、如何に理解出来るのであろ

うか？ 

 それを一言で言えば、既述した「民主共産制社会」的概念に包摂されると言えそうである。現代が産

みだした世界の共産主義国の共産制は、いずれも独裁的権力者を奉る特殊な形態を採る傾向にあり、本
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来は民主的であるべき共産制社会主義は、その名目に即した実在をこの世界に顕現した例は少ない。（※

２） 

（※２）ただし、例外として「撫順戦犯管理所」における、1950～56 年間の 982 名の日本人戦犯は、シベリア捕虜時代

とは真逆に、手厚い対応と充分豊かな食事が与えられ、強制労働さえなかった。1956 年３月に 56 名が軍事裁判にかけら

れ、被告全員が罪を認めたが、釈放され、翌月には戦犯全員が日本に無事帰国した。この事例は、初期共産主義思想が目

指した社会目標に沿った事件であったと考えられる。しかし、そのような毛・周氏による共産党の初期思想は、1976 年 4

月の毛沢東の死後、いわゆる４人組による天安門事件以降、中国政府は急速に権力志向に転向し、現在に至る。 

 

 しかし、日本の稲作共同体社会では、個々の社会規模こそ小さいが、それゆえに、民主共産制と言う

べき社会を生じせしめたと考えられる。 

 その内実として、その社会は単なる協働的機能を有するだけでなく、外的環境に対する運命共同体で

あったこと。そのためには絶対権力を置くことは必要でなく、その構成員は、明文法を持たないものの、

暗黙的不文律としての共感で紐帯された安全な社会を維持したと考えられる。 

 それは神道的権威を奉り、仏教的知恵の世界を背景に寺子屋で子どもを教育させ、構成員はその社会

が破綻を生じず安定していることに価値を置き、それを社会の構成員全員が相互に保証し合っている社

会形態である。したがって、日本の基層文化は、そのような社会状況を「文化資本」とした社会である

と言い換えることができる。 

 それゆえ、現代の日本人もそのような文化資本を、潜在的に基層文化として所有していることになる。 

 これは、図 1に示したように、日本人の潜在的基層文化が現代の表層文化として顕現している証しで

あると考えることができよう。 

 さて、そのような社会の特質は、特に権力意識とその発動が少ないことにあり、明治以来現代的「法

治国家」として歩み始めた日本社会は、その法に社会的権力が明示されていることを、現代に至っても、

国民の多くにとってその認識は充分と言えない状況にある。後述のように、それが現代日本社会が資本

主義的文明の進歩に伴い、数々の社会問題を発生し続けている原因となっている。 

下からの権力論  いかなる社会においても、権力的ヒーラルキーを有さない社会はない。そして、そ

の権力の在り方は時代の経過と共に変化しうるが、そうである限り「権力」そのものは「既存な存在」

であり続けているように見える。これに異を唱えたのが、M・フーコーであった。（北山訳「全体的なも

のと個的なもの」三交社、1993）  

 すなわち、フーコーは、権力者なるものは予め存在しないのだと言う。すなわち、人々が平等な立場

なる前提条件で集合して社会を創った場合でも、時間の経過と共に各人の憶測から、その社会を安定に

管理するための権力的な象徴を必要とする。そして、その傾向は絶対権力的国家から福祉国家まで、「程

度の差」こそあれ社会的に普遍的にみられる性向である、と言う。 

 ここでの重要な知見は、権力は決して既存のものでなく、「下から」生じるものである、と言うてん

にある。 

 このフーコーの論点からみれば、日本の潜在的基層文化を形作った稲作農耕社会が、その構成員が「共

感＞自我」で表わされる傾向があったと言え、それ自体は、社会を安定に管理するための集団意志によ

る結果であったと観ることができる。 

 そして、それを可能にしたのが、 
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①「社会的共通利益に対する構成員各自による権力発動の自己規制状態」にあり、その志向性が社会の   

 安定状態を示すとの考えが可能である。ただしフーコーが言うように、全く権力状態が存在しなかっ  

 た訳ではない。 

 その反対にある社会現象が、 

②「権力的自己規制が解除された社会状況にあり、それゆえ、その構成員が等しく権力に向かった状態 

 で社会が混乱状態」に陥る。 

 社会の構成員が混乱状態を避けたいとすれば、そこに権力的ヒーラルキーを持込み、社会の安定化を

図るであろう。ただし、永続的な安定は期待できない。権力はいつか堕落するからであるから。 

 社会の権力状態として、①と②の間には無数の権力格差の階梯が考えられる。 

  

 本稿で日本人の潜在的基層文化と称する、上記①に近似する社会状況も江戸時代中期以降には、寄生

地主制の発生と共に小作農民が生じたとされる。すなわち、農村社会にも権力化が押し寄せたのである。

それは、従来の自営稲作共同体のシステムから離れ、零細な土地を多くの小作人に貸して耕作させ、高

額の小作料を取り立てるもので、江戸幕府の封建権力制のシステムを農業生産社会に適用したかの形態

を採った。 

 ただし、江戸期のそれに関する統計値が存在しないので、その割合いは不明である。ただし、明治政

府による地租改正による地主制度が温存・展開され、その統計値が残されている。すなわち、全耕作地

のうちの小作地割合に関し、明治 6年で 31.1％、明治 45年が 45.2％であった。わずか 40 年程の間に 5％

という急速な増加を示したことは、社会的な変化の大きさが伺える。大正末期には太宰治の生家・島津

家のような大地主が各地に現れたが、それは戦後 1947 年の GHQ 主導の農地改革まで存続した。このよ

うな変化が、明治の文明開化によりもたらされたことになる。 

 仮に、筆者が概念措定する「日本の潜在的基層文化」が稲作農村にあったとしても、その共同体の構

成員の中に、特に強い自我を発揮した者は、その集団社会から離れ、江戸城下の下町町人として暮らし

た者が少なからず居た。この場合は、権力の消極的発動による「権力的個化」と称すれば、その反対に、

フーコーの言説に従い、農村共同体の構成員（下から）の意志として、その社会の代表として、庄屋・

地主を権力的表徴として成立させたであろうと考えられる。 

 また、その後者に相似な国家権力の成立が、前述の江戸末期の下級武士を中心に明治政府を創ったこ

とにあり、その前提条件が、既に権力的欲求に促された者たちが、新たな社会を創造した場合は「共感

＜自我」の性向を有する者たちによるものであり、その初期条件として、表向き相互忖度的な社会感情

が交叉したにしても、本質において権力競争を内在した社会であった、と観ることが出来る。  

 

法治主義と形式的法治主義  法治主義を唱う国家社会は「統治者も被統治者も法の下にあり、共に法

に従わなければならい」という原理で国民の行動が縛られている。 

 したがって、そのような法治国家では、統治者がその権力を用いて専制的行為をしても、自由に異議

を唱えることが出来、それが法に準拠する限り、統治者も従わねばならない。 

 中世以来西洋における法的認識にコモンローとシビルローの２つの形式があり、前者は「統治者とい

えど神の法の下にあり」「人の支配でなく、法の支配に行われるべき」との原理から、法の前の平等や

行政権に対する法および司法の優越、違憲立法審査権などの思想が導かれ、それはイギリスからアメリ

カへと伝播した。 
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 また、後者のシビルローはフランス、ドイツを中心に「国家権力の行使は統治者の恣意的専制によっ

てではなく、すべての法に基づいて行わなければならない」と言う法治主義が生まれた。 

 その後、オックスフォード大学の法学者 A・ダイシー(1835~1922)により法の支配の三原則が打ち出さ

れた。（「An Introduction to the Study of  the law of the Constitution」Macmillan Education Ltd、1885） 

 それは、 

１，「専断的権力の支配を排し、基本法により支配されるべき」とし、人による支配を否定。 

２，「すべての人が法律と通常の裁判所（の裁定）に服すること」として法の前の平等を明示し、特別  

 裁判所の存在を禁止。 

３，「具体的な紛争についての裁判所の判決の結果による集積が基本法の一般原則となること」として、     

 具体的な権利制を明示。 

 であり、このダイシーの考えが国際的に採用される流れを作った。 

 

 ただし、ナチス・ドイツと戦前・戦中の日本は「議会制定法のみが法であるとする、極端な法実証主

義をとり、議会により法が制定されたとする根拠があれば、人民の基本的人権を侵害できる」とする、

形式的法治国家論が行われた。これは現代日本政治にもその予兆が顕現しようとしている。 

  むろん、ドイツの場合は最終的にヒトラーによる独裁に国民が賛意を示したのは、形式的な合理性に

よるものであった。すなわち、法的な合理主義の極みが、独裁国家なる極端な社会的転換を許したので

ある。すでに前稿まで述べたように、満州事変以来、軍部による専制的違法行為を成り行きに任せ、中

央政府の規制がなし崩しに無視され、軍部の独裁 

 しかし、日本の場合はそれと異なる原因から、比較的相似な状況を創り出した。すなわち、満州事変

以来、軍部による専制的違法行為を成り行きに任せ、中央政府の規制がなし崩し無視され、軍部の独裁

に移行した事実は、明治政府成立以来の日本において、西欧的な法治主義としての認識において未成熟

なままであったことを示していたのである。 

 そして、特に強調すべきは、そのような日本国民における法概念に対する認識の未熟性が、現代日本

の社会的困難性として、同一線上の現象であり、同様な現象は今後とも生起し続けるであろうと予想さ

れることにある。 

  

日本における社会システム成立の困難性   

日本の潜在的基層文化  その困難性の根源にあるのが、前述の日本古来の潜在的文化性と、明治期に

移入しされた欧米型の法体系文化の、両文化体系が本質において、異質で在り続けていることの、表層

文化における文化的ダブルスタンダード化であり、かつ、その永続的な解離性にある。 

 繰り返すなら、前者が、社会的構成員が相互に共感し、忖度し合うことにより感性的に社会的結合が

なされ、それにより権力格差が極めて小さい社会を表出したのであり、その社会は成文法を要しない程

に親和的に結ばれていた。それゆえ、確かにそれは社会として成立し得るものの、西欧世界では、シス

テム化された社会と映ることは困難であるに違いない。 

 それに対し西欧的法治社会は、明文法を中心にして理性的な社会的結合を要する程、個人主義的で自

律的な意志で結ばれている社会であると言うてんで、大きな相違を示している。特に、米英の成文法は

聖典における神を最大の権威と位置づけ、その下に社会的各成員による権力的ネットワークを構成し、

明示的な社会システムを形成していることになる。 
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明治政府の法（権力）整備  明治以前の江戸期には、以上のような基層文化の横に、江戸幕府による

権力構造的社会が機能していたが、それはいわゆる徳川系列の幕臣を中心として機能し、いわゆるその

他多くの外様大名達は自らの領地では、事実上自律的権力を発揮する分権構造的社会を示していた。      

 慶應３年に徳川慶喜による朝廷への大政奉還は、天皇に国の実権を委譲したことになり、いわば、一

家の実権を握っていた息子が窮地に陥って、争いもなく家督を父に譲ったことに似て、日本の基層文化

の別称として佐藤らの言う「イエ社会」的現象であり、欧米諸国からは奇異なことと考えられるのであ

る。（村上、公文、佐藤「文明としてのイエ社会」中央公論社、1979）  

 薩・長を中心とした明治政府は、107 名の岩倉使節団を欧米に派遣し、帰国したそれらエリートが政

府の要職を占めることになるが、その彼らは、既存の体制を破壊することに向かわず、実質的に外来思

想を弾圧し、古くからの伝統を守る方向に運動を展開した。 

 そして、明治の大日本帝国憲法第 4条では「天皇は国の元首・・・」とされ、封建国家然として明記

されたのである。 

 そのことは、1945 年の終戦まで、日本の政府権力者達により危険思想の排除のための特別高等警察（特

高）を擁しており、この特高関係者から政府各省の大臣になった者が６人を数えている。さらに、大正

から昭和の終戦時まで、軍出身の首相が続くなどは、日本古来の基層文化を死守するために、強権的で

無謀な政治機構によりその実践を究極まで押し進めたと考えれば、理解することが出来よう。 

 ただし、戦時においてそのように敵対的なはずの日本兵が戦場で捕虜になった際は、反対に「模範兵

として、敵に対して軍事情報を念入りに漏報したり、自国に対する情宣文を書いたり、敵の爆撃機に同

乗して軍事標的にまで案内してくれた」と言われる。（R・ベネデクト「菊と刀」1946） 

 そして、極だった国民の賛意を伴った軍部主導国家が、その敗戦により米軍指令本部の入国の際は、

国民こぞって歓迎する、と言う異常事態は、欧米文化では理解し難い事態であった。 

 日本社会は明治以来２度外来の社会を模して、社会の民主主義化を試みてきた。最初は明治政府が、

西欧諸国の社会システムを外形的に模倣したことにあり、２度目は、太平洋戦争の敗戦により GHQ の主

導の下に昭和の新憲法が民主主義の理想を込めて制定されたことである。しかし、それら憲法の下で政

治・経済に携わる人々の社会活動様式そのものを定めた、憲法に沿った社会を目指したのではなく、あ

くまでも、その本質において日本の潜在的基層文化に沿ったものであったと考えられる。 

 それが表出している日本の表層文化の在り方をウォルフレンの言を借り、欧米的な視点からみる限り、

そこには「知的な基準も、道徳的基準をも探すことが困難」な程であった。（Wof2） 

 その社会状況は、社会的な精神の在り方が混乱した状態にあったと言いうるものであり、日本の潜在

的基層文化と欧米の法準拠的文化がついに融合することを果たせず、現代に至っても、混乱的に併存状

態にあると考えられる。 

 明治以来日本が採った国家目標は西欧諸国の諸様式をまねて、近代化を成し遂げることであった、以

下ではそれを科学技術、政治・経済からなる文明化の一端から垣間見る。 

 

科学技術と人間介在のシステムの問題  前述のように、明治以降の日本の文明化で最も成功したのは

科学技術の面である。その理由は、それまでの日本人にとり文化的な環境が稀薄で、最も苦手とするは

ずの論理的な合理性を追求する作業が要求されるからである。その日本人が 2000～2016 年の間に、物

理・化学分野のノーベル賞受賞者 17 名を排出したのは、国別ランキングで３位であり、その意味で特

筆する出来事であると言わねばならない。 
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 その理由として、明治 19 年に発足した帝国大学に物理学・化学・医学他の学部の開設により、集中

的な研究環境を整えていったことにある。そして、理学を基礎とした工学の研究開発は、欧米諸国の文

明に追いつくためであったものの、そのための文化的基礎が薄弱な日本で、今日に至る隆盛を見せた理

由は、まさに、その学問体系が欧米において既に、論理的な枠組みが伝統的に積み重ねられてきた土台

が用意されていたうえで、その枠組みの中で思考訓練を積み重ね、自らを訓化したことによるものであ

った。 

 それに対し、文学賞は、20世紀の川端、大江のみで、20世紀ではゼロ、経済学賞は欧米の研究者が

多くを占め、日本人はゼロである。 

 特に経済学賞は、強く人間が関わる学問分野と言う意味で、論理的枠組みの形成が理・工学以上に複

雑で、かつ、欧米諸国と文化的状況が特に異なる日本の地で学問的に構成することは、そもそも日本人

の得意とすることろでなかった,のが原因であったと考えられる。 

 それと同質性を有するのが政治行政の実務的なシステム化を挙げることができる。すなわち、日本に

おける政治・経済の分野における社会システム構成化とその民主的運用に関しては、明治以来、常に困

難を極めてきた歴史を有するからである。 

 その根源はまさに、日本における潜在的基層文化と外来の文明の接触による、表層文化における混乱

現象にあると観ることが出来る。この例として、日本の政治・行政システムの在り方と、企業経営のガ

バナンスの在り方を観察したい。 

 

政治システムの成立困難性   

① 日本の政党の特異性  政治形態として、アメリカの政党は民主党と共和党の２党に分かれており、

前者は３つ、後者は５つの派閥に分かれている。イギリスは保守党と労働党に２分されており、さらに

保守党は新保守主義派と新自由主義派に分かれており、労働党は 1900 年に誕生し、現在左派系統が４

派閥、右派系統も４派閥に分かれているが、結党以来政権を担ったことはない。 

 ドイツでは、ドイツ・キリスト教民主同盟（CDU）とドイツ社会民主党（SPD）の他５党が存在し、CDU

と SPD のいずれかが他の５党との連立で政権を形成するのが常態である。 

 以上の欧米に見る緒政党あるいは政党内の各派閥は明らかな主義主張を有しているのであり、その点

で国民により比較的明快な選択が出来る可能性が用意されている。日本ではどうであろうか？ 

 日本における野党勢力は現在烏合集散を繰り返して不安定であり、かつ、政権党に対する明快な政策

立案をたて、国民にアピールする力を持たない。一方の与党自民党は８つの派閥から構成されており、

それら派閥と呼ばれる政党が複数集まって長期連立政権を担っている形式を採っている。その党首選で

は、最大派閥の意向が大きな鍵を握っている。しかも、それぞれの派閥がいかなる主義主張をもって集

合しているかは判然とせず、いつかは派閥から大臣や総裁を出すことを意図しており、また、派閥とし

て常に何かしらの権力を得ることを狙っている。また、その権力の質は不問とされ、権力の大きさだけ

が問われる。 

 そして、総裁を出した派閥が党の主導権を握っているように見えるがそうでもない。総裁が政治の最

高責任者であるに違いないが、国民からみてその言動が明瞭さを失いがちであるのが常である。加えて

それは、往々にして国民の方を向いた政治をしようとしないからである。  

 以上から言えることは、日本の政治権力はその中心が絶えず不明瞭で、かつ、政治を司る政治システ

ムのみでなく、権力的構図が行政システムを含み高度に分散していることにある。その理由は行政部門

の長が大臣になったり、総裁になるなる場合があり、権力と利権が政治・行政システムの全体に関わり、
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国民からみて、実態として権力闘争の修羅場と化しているからである。その状況は必然的に、政治行政

の為政者が国民の方を向いた言動が少なくなくなる、国民不在の傾向を採り、形式的な主権者である国

民は無視されていることになる。その状況は主客逆転しており、かつ、法の下に権力が従っている姿は

見えにくい。 

 そのことは、国政から県政そして市町村の選挙運動においても、立候補者のスローガンが不明なまま

に選挙結果が産まれ出る傾向に現れている。 

 特に、県、市町村選挙では「無所属」なる旗印で立候補する者が少なからず居る。それは「私に主義

主張はありません」と言っているに過ぎず、 

最初から法治主義の体を為していない。 

 そこには民主主義憲法で示されている根本的精神が欠落していることから、民主主義の在り方から自

己矛盾しており、しかも、国民の多くにそれを指摘する者がおらず、無頓着であるかのようである。 

 歴史的にみて、その状況は明治政府の発足時の混乱状態を引きずっているばかりか、150 年を経過し

た現代に至るもなお、本質としての、「民主政治システム」として成熟に向けた努力が、為されてこな

かったことを表している。 

 しかし、そのような日本の社会システムの状況は、不文律で相互忖度的態度を示す図１の潜在的基層

文化を、少なからず踏襲した結果と言える。 

 その社会状況は比較的少人数の共同体では許容されるものの、国家レベルの規模では稼働し難く、実

態として、社会における個々人が小権力者として烏合集参する傾向を示しているのだ、と理解出来よう。 

 そして、そのような実態にも関わらず、国家として存在しうること自体が、筆者にとり不思議なこと

である。 

② 政治家の論理性  これに関しては、日本における多くの政治プロセスでその困難性を観ることが

可能である。ここでは、最近の新聞の社説欄に記述を、その象徴的な事例とすることが出来る。（「憲法

70 年」朝日新聞 12面、社説,2018.2.9） 

 そこで論説委員は次のように言う「自民党の憲法改正推進本部が９条改憲に向けた条文案の作成に入

った。・・・驚かされるのは、案を提出した首相自身の国会答弁の不可解さだ。 

 自衛隊明記案が国民投票で否決されたらどうなるか。首相はその場合も自衛隊の合憲性は『変わらな

い』と語った。自衛隊を明記してもしなくとも自衛隊は合憲である・・・。   

 素朴な疑問がわく。それならなぜ、わざわざ改憲をめざす必要があるのか。首相も言うように、歴代

内閣は一貫して自衛隊を合憲としてきたし、国民の多くもそう考えてきた。それでも発議に進むなら、

深刻な問題を引き起こしかねない。・・・国民投票で否決されれば、主催者・国民に自衛隊の現状が否

定されたことにならないか。首相は『現行の２項の規定を残したうえで、自衛隊の存在を明記すること

で、自衛隊の任務や権限に変更が生じることがない』とも述べている。『変わらない』ことを、なぜこ

こまで強調（して、変えようと）するのか」と 

 この件は、論説委員も述べたように「政治家が論理を尽くして述べ、国民を説得しうる」と考えたと

したら、まことに稚拙な事例であったことになる。 

 ここでは、たんにそのような事例を批判することではなく、国の最高権力者が非論理的な説明で法案

を通そうとする状況が、すなわち、権力の不当使用を行おうとしていること、に対してである。 

 すなわち、そのような事態を大局的に言えば、筆者が言う日本の潜在的基層文化的内実に西欧的な合

理的論理システムの衣を纏っても、その整合性がとれないうえに、それによる混乱に乗じ、権力の自己

誘導的な行使として、無理な適用を試みて失敗した例である。そのような異文化的齟齬は、いまだに現
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代日本の公の場で多々観られるのであり、これは、日本における明治以来日本人の心的構造としてのダ

ブル・スタンダードが解消しないことによる、社会システム成立の困難性から由来しているのである。 

 

②経済システムの成立困難性  現代資本主義経済の実質的な中心を担ってきたのは、各種企業活動で

あった。その企業活動は、真の所有者である株主他、消費者、従業員、取引先、系列会社、各種債権者

に大きく関わっている他、広義には、企業立地の地元市民や社会全体に大きな影響が及ぶ。したがって、

その経営の安定性を支えているのは、いわゆるコーポレート・ガバナンスの考えである。                   

その考えは、1960 年代のアメリカで「企業の非倫理的・非人道的な行働を抑止すべきである」という理

念から、 

  ① 投資家からみた、粉飾決算などの企業不祥事の防止。 

  ② 企業価値や株主の価値を増大させるための、企業組織の構築。 

などの意味から生じ、アメリカで 1980～90 年代に企業買収や機関投資家の発言力が強まり、コーポレ

ート・ガバナンスへの関心が拡大したのは、資本主義社会における企業活動の民主化と観ることが出来

る。 

 それに対し日本の状況は異なり、最近でも、東芝マテリアル（粉飾決算）、タカタ（エアバッグの大

量リコール）、日産（無資格検査）、トヨタ（欠陥隠し）、そしてリニア中央新幹線の建設をめぐる大手

建設会社の談合他の日本の大企業における不祥事が頻発している。その原因は、日本企業のコーポレー

ト・ガバナンスが、経営者と株主の関係以上に、企業と従業員、金融機関、顧客、取り引き先との長期

信頼関係の構築による、永続的な成長を目指してきたことにあり、その諸関係のシステム内で関係性の

綻びを生じたか、あるいは、権力的な越権を生じたかのいずれかが考えられる。それに対し、株主の価

値最大化を目的とする緊張感を伴うアメリカ型のコーポレート・ガバナンスのシステム形態は相互の利

益関係が単純かつ明快であり、反対に、その関係性が複雑化している日本型とは大きな差異がある。 

 日本企業の永続性概念は、明らかに日本の潜在的基層文化に因るものであるが、大規模システムにそ

れを持ち込むことは、そこには種々の企業目標と協力異業種間に生じる「積極的な権力」行使によるト

ラブルと、それにコミットできなく怠惰に向かう「消極的権力」が働く、内部崩壊的危うさを有するこ

とが、企業システムの維持困難性を負っているのが明らかである。 

 ここにも.日本文化の形として、ダブル・スタンダード的矛盾が露呈している。 

 

日本社会における統治の特異性 

 法治国家である限り「法」に則り国家が統治されるが、しかし、法の精神と現実社会の在り方におい

ては、いかなる国でも程度の差はあれ、それらの間に乖離がみられるのは当然視されている。 

  しかし、ウォルフレンが言うには「日本における公式上の法的現実」と「実際上の現実」の違いが、

程度問題と言うにはあまりにも大きく、まったく異なる状況のレベルに達している」と言う。（Wof3） 

 特に「日本の形式としての法の構造は、官僚の行動に正統性を与えるのに役立つ多くの行政法を許し

ている。その一方で官僚は、法律に訴える一般国民の動きに少しも邪魔されることなく、法の枠組みか

ら外れることが自由に出来るのである」「形の上だけの現実と実質的な現実の間のギャップは制度化さ

れ、それは優位な立場から弱者を支配するには、理想的な手段になっている」と言う。(Wof4) 

 例えば日本の場合、法律は内閣提出法案（閣法）が中心であるが、その法律案の大部分を作成してい

るのは、行政・官僚であるのが実態である。与党は自ら組閣した内閣が提出する法案との整合性をとる

ため、国会に閣法を提出する前に、与党内でそれを審議、審査、調整し、党内の了解をとるが、そのプ
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ロセスも、官僚が審議会に参加し、法案の作成や修正および説明、裏での調整など、立案時でさえ法案

作成の多くを引き受けている。 

 さらに、形式上の責任者は担当大臣であるが、その大臣職も本人にとり本来の専門外であったり、大

臣組閣の編成で任期が極端に短期であったりと、閣内主導で法整備が行われ難い状況にある。したがっ

て、政治と行政の立場が本質において逆転せねばならないばあいを生じる。 

 それは、官僚出身の政治家が帝国議会の 58 年間で 278 名に対し、戦後議会の 70 年間では 1504 名と、

実質４倍強に増加していることにある。また、戦後官僚出身の首相が 8 名おり、そのうち４名は池田勇

人を始めとする大蔵官僚であった。これをして、大蔵官僚が日本の政治を左右すると揶揄されるゆえん

であり、ウォルフレンが言うように、政治主導であるべき民主主義精神が、行政・官僚が実質的に主導

する契機を与えていることにより、毀損される傾向にある。 

 これが、筆者の言う日本の基層文化が、外来の欧米文化が表層文化において乖離することにより、現

代政治で生じる歪な齟齬的現象である。 

 以上に示した、日本社会における整合性のとり難い社会状況がもたらす最大の問題は、社会のあらゆ

るシステムにおいて、それが正常な機能を阻害する権力的な作動を生じ易いということにある。そして、

それが日本の社会システムが、今後とも、混乱状態を帯び続けなければならないシステム成立の困難性

を負っていることを示している。 

  

2-6．和洋文化融合の整合的日本型社会へ 

 西欧民主制の根本精神が「主権在民」にある限り、本稿図１に示した縄文以来の稲作共同社会が培っ

た潜在的基層文化は、西欧文化と形態的に異なるものの、民主制の基本精神に沿う社会を活写している。

古来、基層文化による日本社会は、権力的主張をすることなく、それを不文律に実現してきたと言える

からである。 

 それに対し、日本における武家政治は権力社会を顕現し江戸幕府の成立までは、絶え間ない権力闘争

に明け暮れ、その限りで不安定な社会を生じた。その後江戸幕府は、事実上の地方分権的政策をとり、

その施策は 260 年の比較的安定な治世の実現に貢献した。 

 そして、その後の明治以降の 150 年間は、前述のように共感的基層文化と権力的表層文化が混在して

も、システム的に構造的不安定な社会形態を示してきた。 

 さて、そのような現在の日本社会において、安定なガバナンス社会を実現することは、これまで述べ

てきたように、現代のグローバル化を目指す国際関係の中ではますます困難であることは明白である。

それを目指そうとする場合はまず、日本の潜在的基層文化が既に民主的な概念要素を有していることに

着目し、立ち止まらなければならない。それを活かした上で、無理のない範囲で、 

 ① 近未来的に望ましい日本型公共社会としての概念モデルを策定する。 

 ② 日本の潜在的文化と西欧的な論理的で合理的な文化様式を、その実践的社会的行為のうえで、①  

  の概念モデルに接近させるよう、政治・行政的に誘導する。 

など、下記のように客観・冷静な判断を要する。例えば、 

 

A . 教育システムとその方針の変更  国の形は、最終的には教育システムの在り方に左右される。現

代日本の教育システムの実体は、江戸時代の寺子屋式な暗記型の教育を踏襲しており、実践的教育的変

化を要する。すなわち、教育現場では社会的価値の多様さを提示し、価値選択の能力を「実践的かつ自

己決定」させる方向に導く必要がある。 
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 例えば、その民主教育の一例として、選挙時に立候補者を学校に招待し、生徒・学生と討論させるな

ど、実践的な教育を要する。そのように全ての教育が、実践的で、社会における各人が自らの生を自律

的に決定し、自らの人間関係社会を主体的に構築する能力の育成させることにある。（価値の多様さと

価値格差の縮小を目指した、日本型公共社会を創る） 

 

B. 分権社会  A の思考の延長になるが、現在の日本社会を、実質的な意味で地方政府の主権を拡大

した、分権社会化を進め、中央政府の役割を出来る限り縮小すること。それぞれの分権化した社会で、

各人が担う役割を自覚可能とするような社会構造を設計し、再構築する。（徹底的な分権社会を目指す） 

 

C. 主権在民  分権化社会の各ユニットにおける政治・行政のプロセスと細目を逐一、誰しもネット

上で知り得るようにし、かつ間接的にせよ、誰しもそこに参加可能とし、最終的には合議による客観的

な問題解決方式を開発する。（合議と共感による社会） 

 

D. 人間関係回復社会  人間の知恵として、最終的な社会的充足が人間関係から生じることを識るこ

とである。それに対し資本主義的文明の進歩は必ずしも社会の安定に繋がらず、経済権力の拡大欲求は

必然的に経済格差として現れ、社会を歪曲化し、人類を苦難に直面させる。しかるに、社会的安定を損

なわない程度の文明の進歩とは何かを絶えず問う必要があり、それを自律的に判断する社会機能・構造

を分権化社会は用意し得る。（人間関係の回復が、常に人類の目標になる） 

 仮に、以上のように考えることは、そこに至るプロセスには、必然的に日本文化の独自性が介在する。

かつ、その現実的な西洋世界モデルとして、スウェーデン、デンマーク、ノルウェー、オランダなど、

比較的小国が採っている社会形態に接近することになろうし、それらの国々は、すでに目指すべき例題

を提示している。また、日本の将来に予想される人口減少化は、歓迎されるべきことになる。 

 したがって、これらの国々との積極的な文化・学術的交流は、自ずと大きな意味があると思われる。 

 

 

                                 まとめ 

  

 本稿では、日本社会の文化と権力の関係を検討した。その結果、民主的共産制と言える共感を伴う潜

在的日本文化に明治以降、実質的な法概念を伴わない権力システムが同居しつつも、社会的な整合性を

果たしていないため、システム的に脆弱な社会が成立し今日に至っている、ことが本検討による最終的

な認識である。以下では、その根源的な問題を整理しておく。 

 

① 現代日本の精神文化の潜在的基底には、西欧的な神を有さず、共同体内で「相互忖度」的な意思疎  

  通により形成される文化を、弥生時代の稲作農耕共同体以来の伝統として有している。 

② 明治維新以来、表層文化として、神（法）を中心としする個人主義文化を①の潜在的恋基層文化に

積層し、文化の二重構造を形成した。 

③ 明治 150 年を経たそれら異質な文化が、日本人の中で未だ整序されずにおり、しかも、日本人自ら

それに気づいていない。 

④ それら、日本の文化的二重構造は、自らの内で「異文化的自我分裂と社会的アノミー」を招いてお

り、それは、農村人口が急減する大正期を境に、顕著に表れた。特にそれは、２つの大戦を生じさ
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せたし、現代においても、日本社会の政治・経済他の社会的混乱として繰り返し現れているし、い

わゆる、文明の進歩に同調し、社会の末端まで影響が及んでいる。 

⑤ それらを回避するには、「社会の厚生化」の視点から、国体としての垂直型の権力構造を、分権的 

水平構造に転換することが、一つの手段になるであろう。その例題に対する解は、北欧諸国などが

提示しつつある。 

                                       了 

 

  



 

 

総合知学会 Vol. 16, 2017 

 

106 

 

 


